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発刊にあたって

１９８５年５月、部落解放基本法制定要求国民運動中央実行委員会が、部落解放基
本法案を発表し、その制定を求めた運動を本格的に開始しました。

部落解放基本法案は、①それまでの「特別措置法」に基づく取り組みの総括、②
内閣同和対策審議会答申の基本精神、③人種差別撤廃条約に代表される差別撤廃を
求めた国際潮流、を踏まえたものでした。

部落解放基本法案には､①部落問題解決の重要性を明らかにした｢宣言法的部分｣、
②劣悪な実態を改善するため総合的・計画的に事業を実施することの必要性を定め

た「事業法的部分｣、③差別観念を払拭するため教育・啓発を推進していくことの

必要性を盛り込んだ「教育・啓発法的部分｣、④悪質な差別行為を規制し、被害者

を効果的に救済することを盛り込んだ「規制・救済法部分｣、⑤国や自治体の中で

推進体制を整備するとともに、当事者の参画を得た審議会を設置することを求めた

「組織法的部分｣、の５つの構成部分から構成されていました。

その後、１９９６年１２月、人権擁護施策推進法が制定され、人権教育。啓発の推進

と人権侵害の救済が国の責務であることが明確にされました。また、これらの方策

の今後のあり方を審議するため人権擁護推進審議会が設置されることとなりまし

た。翌1997年５月、同審議会が発足し、1999年７月、人権教育。啓発のあり方に

関する答申が出されました。この中では、行財政的措置の必要性の指摘にとどまっ

ていましたが、法的措置を求めた世論が盛り上がり、２０００年１１月、人権教育及び

人権啓発の推進に関する法律（｢人権教育・啓発推進法｣）が制定されました。この

法律は、部落解放基本法案に盛り込まれていた「教育。啓発法的部分」が具体化さ

れたものです。

ついで、２００１年５月に同審議会から人権救済制度のあり方についての答申が出

され、日本においても新しく人権委員会を設置することの必要性が指摘されました。

また、同年１１月に人権擁護委員制度の改革についての答申が出されました。これ

らの答申を受けて、２００２年３月、人権擁護法案が閣議決定され国会に上程されま

したが、この法案は、部落解放基本法案に盛り込まれていた「規制・救済法的部分」
を具体的に実現するという意義を持っていました。

しかしながら、この法案は、①人権の定義が欠落している、②新たに設置される

人権委員会が法務省の影響下におかれていて独立性が確保されていない、③中央の
みに人権委員会の設置が構想されているため実効性にかける、④人権委員の人数が
わずか５名で委員の多様性が確保されない、⑤メディア規制が盛り込まれていて取
材や報道の自由を脅かす恐れが強い、⑥形骸化している人権擁護委員制度を少しば

かりの手直しで継続しようとしている、⑦人権委員会が取り扱う事案から厚生労働
省や国士交通省が管轄する分野での人権侵害を除外している、⑧人権委員会による
政府に対する提言機能が重要視されていない等、さまざまな問題点をはらんだもの
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でした。

この法案の、上記の問題点は、１０９３年の国連総会で採択された国内人権機関の

設置に関する原則（｢パリ原貝Ⅱ｣）や曰本が締結した国際人権規約や人種差別撤廃条

約、女性差別撤廃条約や子どもの権禾|｣条約に基づいて設置された委員会によって採

択された曰本政府に対する勧告にも違反するものでした。

このため、部落解放・人権政策確立要求中央実行委員会はもとより、国の内外の

各方面から批判が寄せられ、法案の抜本修正が強く求められるところとなり、与野

党間においても法案修正に向けた協議が重ねられました。

２００３年１０月、衆議院の解散に伴い人権擁護法案は自動的に廃案となりました。

しかしながら、日本国内における部落差別をはじめとする深刻な人権状況を直視

したとき、内閣同和対策審議会答申、人権擁護推進審議会答申、国内人権機関の設

置に関するパリ原則、国連の各種人権関係条約に基づく委員会から出された一連の

勧告、２００２年３月の人権擁護法案の提出以降、与野党協議の中で積み上げられて

きた議論等を踏まえ、早急に人権侵害の救済に役立つ法律の制定が求められていま

す。

このため、部落解放・人権政策確立要求中央実行委員会として、あるべき人権侵

害救済法の要綱試案を取りまとめました。今後、この試案を基に各方面で活発にご

議論を頂きたいと思います。特に立法府である国会において、よりよいものに仕上

げていただき、一日も早い法制定を達成したいと願っています。

末筆になりましたが、この試案をまとめるに際し、ご尽力いただきました関係者

の皆様に、衷心より御礼申し上げます。

2004年２月２４口

部落解放。人権政策確立要求中央実行委員会

会長宮崎変保
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人権侵害救済法（仮称）法案要綱の主なポイント

（旧要綱の改正点）

Ｏ総論

【パリ原則を踏まえた人権擁護法案要綱の抜本修正】

・昨年１０月の衆議院解散にともない廃案となった人権擁護法案については、各界各層か

らその内容が独立性や実効性の面から不十分であるなどの問題提起がされてきた。

・このことを踏まえ、真に独立性・実効性・専門性を備えた人権救済機関・救済制度の確

立を図るため、以下の観点から旧法案要綱を抜本的に改正する。

【独立性・実効性ある人権委員会の設置】

・パリ原則及び人権擁護推進審議会答申を踏まえた独立性･実効性のある人権救済機関は

政府機関からの独立性を確保する必要がある。また、委員会の独立性。実効』性を高める

ため、委員や事務局職員の多様性・多元性に配慮する必要がある。

【地域で迅速に対応できる都道府県人権委員会の設置】

・地域で日々生じる人権侵害の被害救済が迅速かつ効果的に実施されるよう、実効性を確

保するために、都道府県ごとに人権委員会を設置する必要がある。また、委員会の独立

性・実効性を高めるため、委員や事務局職員の多様性・多元性に配慮する必要がある。

【人権擁護委員制度の抜本修正】

・人権擁護委員の存在が周知されておらず､人権相談等が十分利用されているとは言い難

いといった問題もある現行の人権擁護委員制度を改正し、国や都道府県に設置される人

権委員会と十分連携を取りながら、地域での効果的な人権救済活動等ができる人権相談

員制度の整備が必要である。

【人権救済手続の実効性の確保】

・救済申し立て者の拡大、人権救済機関の人権委員会への一元化、メディアの取材。報道

の除外など、人権委員会の実効`性ある救済制度を確立する必要がある。

○各論

１総則関係

【法律の目的】

．､パリ原則及び人権擁護推進審議会答申を踏まえた独立性・実効性のある国内人権機構。

人権救済手続の整備を図る本法の趣旨を明確にした。

【定義】

・人権委員会による人権救済の実効性をより具体的に担保するには、人権委員会の人権侵

害の判断基準を明確にするため、「人権」及び「人権侵害」の定義を明確にした。

・差別における当不当の判断基準が示されていなかったことから、「不当な差別」の定義
を明確にした。

・不当な差別の中で「人種等」を「人種、民族、信条、性別、社会的身分、門地、障害、

疾病又は性的指向」に限定せず、国内の様々な人権問題に対応するため、その他の事項
も含めた。また、「性的指向」の内容が示されていないことから、その定義を明らかに
した。
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【人権侵害の禁止】

・就職差別の禁止を実効性のあるものとするため、差別を目的とした、あるいは差別に利

用されるおそれの強い身元調査を差別助長行為の一つに位置づけるとともに、その行為
の禁止を明確にした。

【地方公共団体の責務】

・人権救済をはじめとする人権擁護施策の推進が、国、地方公共団体双方の責務であるこ

とを明確にした。

２人権委員会関係

【設置】

・すべての人権侵害に係る救済､人権教育機能や人権施策の推進に必要な様々な事項に関

する提言機能を人権委員会が担うには、特定省庁の外局ではなく、総合調整機能を発揮

する内閣府の下に設置することとした。

辮願夛騨鯛:i繍雷繍唇三菫言）
【所掌事務】

・パリ原則を踏まえ、人権救済をはじめ、人権教育・啓発、政策提言などの人権委員会の

所掌事務を明確にした。

【委員会・事務局の構成等】

・委員会の意思決定に多くの意見を反映させ、人権委員会の実効性を高めるため、委員の

定数を増やすとともに、非常勤委員を半数以下に抑えることとした。

。委員会の委員及び事務局職員は、様々な人権問題に対応できるよう、当事者団体やＮＰ

Ｏのメンバーなど人権に関する活動経験を有する者を登用するとともに、ジェンダーバ

ランスにも配慮することを明確にした。

【管轄】

。中央と地方にそれぞれ人権委員会が設置されることから、中央と地方の役割分担を明確
にした。

【提言機能】

・人権問題には個別の人権侵害事件の救済のみならず､行政や立法による対応を必要とす
るものが少なくないことから、人権施策の推進にあたり様々な事項に関して提言できる
こととした。

。人権委員会の提言機能を実効的なものとするため、その内容や対応状況などを公表する
こととした。

Ｓ都道府県人権委員会関係

【設置】

・人権問題は地域と密接に関連して生じる場合が多く、迅速な対応を図るには、全都道府
県に中央と同じ権限。機能を有する都道府県人権委員会を設置することとした。
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【組織等】

、都道府県人権委員会の委員定数については､全国一律ではなく、人口規模などを勘案し、
地域の実情に応じた人数とすることとした。

、都道府県人権委員会の委員及び事務局職員については､様々な人権問題に対応できるよ
う、当事者団体やＮＰＯのメンバーなど人権に関する活動経験を有する者を登用すると
ともに、ジェンダーバランスにも配慮することを明確にした。

【提言機能】

・都道府県人権委員会の提言機能については、中央の人権委員会に相応するものとするが、
条約の批准などは対象外としている。

４人権相談員関係

【設置】

・人権委員会の効果的な活動を支援するため、現行の人権擁護委員制度は、人権侵害を受
けた当事者から信頼されていないなど人権侵害を受けた被害者の救済が実効的に機能
しているとは言い難いことから、そのあり方を抜本的に改め、人権相談員制度を創設す
ることとした。

【委嘱】

・人権相談員の委嘱にあたっては、様々な人権問題に対応できるよう、当事者団体やＮＰ
Ｏのメンバーなど人権に関する活動経験を有する者を登用するとともに、ジェンダーバ
ランスにも配慮することを明確にした。

【研修】

・人権相談員制度の活発化と実効性の確保を図るため、一定の研修を受講した者を人権相
談、人権救済、人権啓発の専門職として有給で従事させることとした。

５人権救済手続関係

【救済手続の開始】

・人権救済の実効性を図るため、救済の申立ては本人だけでなく、その代理人や被害の発
生を予見した何人からもできることとした。

、差別の実態を踏まえ、被害者救済の実を上げるには申立てに相当期間必要であると考え
られるので、申立期間を長めに設定することとした。

【不利益取扱いの禁止】

・人権救済の申し出を行った者に対し報復的に不利益取扱いを行えば､それ自体が差別行
為にあたることを明確にし、人権委員会の救済手続の対象とすることとした。

【公権力による人権侵害に対する救済措置】

・人権委員会の実効性を確保するため、公権力による人権侵害に関して、人権委員会によ
る調査や調停などの救済措置の対象となった行政機関は、その措置に応じる義務がある
ことを明確にした。

【労働関係及び船員労働関係特別人権侵害の取扱】

・労働関係及び船員労働関係の人権侵害についても、人権委員会の管轄とし、人権救済の
実効性を確保することとした。
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【報道機関等による特別人権侵害の取扱】

・メディアによる人権侵害はメディア側の自主的な救済に委ねるべきなので､人権委員会
による特別救済手続の対象から除外することとした。

Ｓその他

【関係行政機関等との連携】

・人権委員会が独立性､実効性を確保し､信頼性を高めるには､人権問題に関係のある様々
な団体と密接に連携していかなければならない。

【広報】

・新たに倉U設する人権救済制度を真に実効的な制度とするには、広く市民に周知すること
が必要であるため、国及び地方公共団体による本法の広報・周知義務を明確にした。
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人権侵害救済法（仮称）法案要綱

第一,総則

一法律の目的

人権救済及び人権教育・人権啓発に関する措置を講ずるとともに、人権施策の推進

に関する必要な事項を提言することにより、人権擁護に関する施策を総合的に推進し、

もって、人権尊重社会の実現に寄与することを目的とするものとする（第一条関係)。
二定義

１この法律において「人権」とは、日本国憲法及び日本が批准し又は加入した人

権に関する条約に規定される権利とする（第二条第○項関係)。

２この法律において「人権侵害」とは、不当な差別、虐待、その他の人権を侵害
する行為とする（第二条第一項関係)。

３この法律において「不当な差別」とは、人種等に基づくあらゆる区別、排除、

制限又は優先であって、平等な立場での人権を認識し、享有し又は行使すること

を妨げ又は害する目的又は効果を有する行為とする（第二条第○項関係)。

４この法律において「人種等」とは、人種、民族的若しくは国民的出身、皮膚の

色、国籍、性別、言語、信条、社会的身分、門地、出生、婚姻上の地位、家族構

成、障害、疾病、性的指向、性的自己認識又は病原体の保持とする（第二条第五

項関係)。

５この法律において「社会的身分」とは、出生により決定される社会的な地位と

する（第二条第二項関係)。

６この法律において「障害」とは、長期にわたり日常生活又は社会生活が相当な

制限を受ける程度の身体障害､知的障害又は精神障害とする（第二条第三項関係)。

７この法律において「疾病」とは、その発症により長期にわたり日常生活又は社

会生活が相当な制限を受ける状態となる感染症その他の疾患とする（第二条第四
項関係)。

８この法律において「性的指向」とは、異`性愛、同性愛、両性愛又は無性愛等の

区別とする（第二条第○項関係)。

三人権侵害等の禁止

１何人も、他人に対し、次に掲げる行為その他の人権侵害をしてはならないものと
する（第三条第一項関係)。

（－）次に掲げる不当な差別的取扱い

（１）公務員としての立場において人種等を理由としてする不当な差別的取扱
い

（２）業として対価を得て商品、施設、役務等を提供する者としての立場にお

いて人種等を理由としてする不当な差別的取扱い

（３）事業主としての立場において労働者の採用又は労働条件その他労働関係

に関する事項について人種等を理由としてする不当な差別的取扱い

（二）次に掲げる不当な差別的言動等
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（１）人種等の属'|生を理由としてする侮辱、嫌がらせその他の不当な差別的言
動

（２）職務上の地位を利用して相手方の意に反してする,性的な言動
（三）相手方に対して優越的な立場においてする虐待

２何人も、次に掲げる差別助長行為等をしてはならないものとする（第三条第二項
関係)。

（－）人種等の共通の属性を有する不特定多数の者に対して当該属性を理由とし

て１（一）の不当な差別的取扱いをすることを助長し、又は誘発する目的で、
当該不特定多数の者が当該属性を有することを容易に識別することを可能と
する,情報を文書の頒布、掲示等の方法で公然と摘示する行為

（二）人種等の共通の属性を有する不特定多数の者に対して当該属性を理由とし

て１（－）の不当な差別的取扱いをする意思を広告、掲示等の方法で公然と
表示する行為

（三）特定の者に対し、人種等の属性を理由として１（－）に規定する不当な差
別的取扱いをすることを助長し、又は誘発する目的で、その者が当該属性を

有することを容易に識別することを可能とする情報を業として対価を得て収
集する行為

四国の責務

国は、基本的人権の享受と法の下の平等を保障する日本国憲法の理念にのっとり、
関係機関と連携し、人権の擁護に関する施策を総合的に推進する責務を有するものと
する（第四条関係)。

五地方公共団体の責務

地方公共団体は、国及び関係行政機関との連携を図りつつ、地域の実情を踏まえ、
人権擁護に関する施策を総合的に推進する責務を有するものとする（第○条関係)。

第二人権委員会（中央）

－設置

国家行政組織法第三条第二項の規定に基づいて、内閣府の外局として、第一の－の

目的を達成することを任務とする人権委員会を設置するものとする（第五条関係)。
二所掌事務

人権委員会は～人権救済のほか人権擁護に関する普及啓発や人権教育並びに人権施
策の推進に係わる必要な事項に関する提言等の事務をつかさどるものとする（第六条
関係)。

三職権行使の独立性

人権委員会の委員長及び委員は､独立してその職権を行うものとする（第七条関係)。
四組織

人権委員会は、委員長及び委員六人をもって組織し、委員のうち半数以上は、常勤
とするものとする（第八条関係)。

五委員長及び委員の任命等

１委員長及び委員は、人格が高潔であって、人権に関して高い見識又は豊かな経験
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を有する者その他法律又は社会に関する学識経験のある者のうちから、両議院の同
意を得て、内閣総理大臣が任命するものとする（第九条第一項関係)。

２１の任命に当たっては、委員長及び委員のうち、男女のいずれか￣方の数が三名

未満とならないよう努めるとともに、委員会の独立性及び社会の多元的構成が確保
されるよう配慮するものとする（第九条第二項関係)。

３委員長及び委員の任期は三年とするものとする（第十条関係)。

４委員長及び委員は、心身の故障のため職務の執行ができない等の法定の事由に該

当する場合を除き、在任中、その意に反して罷免されることがないものとする（第
＋一条及び第十二条関係)。

六事務局（第十五条関係）

１人権委員会に事務局を置き、事務局の職員のうちには、弁護士となる資格を有す

る者を加えなければならないものとする（第十五条関係)。

２事務局の職員の任用にあたっては、男女比など社会の多元的構成に配慮し、人権

に関して高い見識又は豊かな経験を有する民間団体の職員又は構成員等を採用する

よう努めるものとする。（第十五条関係）

七管轄

人権委員会は、次に掲げる人権侵害を管轄するものとする｡（第○条第○項関係）

１国の職員又は国の行政機関において公務に従事する者としての立場においてなさ

れる人権侵害。

２二以上の都道府県にわたる人権侵害（ただし、近隣都道府県で生じたもののうち

特定のものを除く）。

３全国的に重大な人権侵害。

八国会に対する報告等

人権委員会は、毎年、内閣総理大臣を経由して国会に対し、所掌事務の処理状況を

報告するとともに、その概要を公表するものとする（第十九条関係)。

九内閣総理大臣等又は国会に対する意見の提出

1人権委員会は、内閣総理大臣若しくは関係行政機関の長又は国会に対し、この法

律の目的を達成するために必要な次に掲げる事項に関し、意見を提出することがで

きるものとする（第二十条関係)。

（－）人権教育・啓発に係る施策のあり方

（二）人権に係る法令の制定又は改廃

（三）人権に係る行政上の取扱いの変更

（四）人権諸条約の批准又はこれへの加入

（五）国際連合等の国際機関及び諸外国の人権機関との協力

（六）人権諸条約上提出が義務づけられている政府報告書の作成等

２人権委員会から意見の提出を受けた内閣総理大臣若しくは関係行政機関の長は又

は国会は、誠実にこれに対応し～その措置状況を意見提出を受けた日から６０日以

内に人権委員会に報告するとともに、その内容を公表するものとする。（第二十条関
係）
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第三都道府県人権委員会

一設置

都道府県知事の所轄の下に、都道府県人権委員会を設置するものとする（第○条関
係）

二所掌事務

都道府県人権委員会は、人権救済、人権相談のほか人権擁護に関する普及啓発や人

権教育並びに人権施策の推進に係わる必要な事項に関する提言、人権相談員の設置等

の事務をつかさどるものとする（第○条関係)。

三職権行使の独立性

都道府県人権委員会の委員長及び委員は、独立してその職権を行うものとする（第

○条関係)。

四組織

都道府県人権委員会は、委員長及び委員○人以上○人以内をもって組織し、委員の

うち○人以上は、常勤とするものとする（第○条関係)。

五委員長及び委員の任命等

１委員長及び委員は、人格が高潔であって、人権に関して高い見識又は豊かな経験

を有する者その他法律又は社会に関する学識経験のある者のうちから、都道府県議

会の同意を得て、都道府県知事が任命するものとする（第○条第○項関係)。

２１の任命に当たっては、委員長及び委員のうち、男女のいずれか一方の数が○名

未満とならないよう努めるとともに、委員会の独立性及び社会の多元的構成が確保

されるよう配慮するものとする（第○条第○項関係)。

３委員長及び委員の任期は三年とするものとする（第○条関係)。

４委員長及び委員は、心身の故障のため職務の執行ができない等の法定の事由に該

当する場合を除き、在任中、その意に反して罷免されることがないものとする（第

○条及び第○条関係)。

六事務局

１都道府県人権委員会に事務局を置き、事務局の職員のうちには、弁護士となる資

格を有する者を加えなければならないものとする（第○条第○項関係)。

２事務局の職員の任用にあたっては、男女比など社会の多元的構成に配慮し、人権

に関して高い見識又は豊かな経験を有する民間団体の職員又は構成員等を採用する

よう努めるものとする（第○条第○項関係)。

七管轄

都道府県人権委員会は、第二の七以外の人権侵害を管轄するものとする（ただし、

第二の七２については、当該都道府県人権委員会が協議のうえ、取り扱う委員会を決
めるものとする)。（第○条第○項関係）

八移送

都道府県人権委員会は、人権侵害事案が当該委員会の管轄に属しないときは、管轄
権を有する委員会に移送するものとする。（第○条関係）

九都道府県知事又は都道府県議会に対する意見の提出

都道府県人権委員会は、都道府県知事又は都道府県議会に対し、この法律の目的を
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達成するために必要な次に掲げる事項に関し、意見を提出することができるものとす
る（第○条関係)。

（－）人権教育・啓発に係る施策のあり方

（二）人権に係る条例の制定又は改廃

（三）人権に係る行政上の取扱いの変更等

２都道府県人権委員会から意見の提出を受けた都道府県知事又は都道府県議会は、

誠実にこれに対応し、その措置状況を意見提出を受けた日から６０日以内に都道府

県人権委員会に報告するとともに、その内容を公表するものとする（第○条関係)。

第四人権相談員

一設置

地域社会における人権相談に応じるとともに、人権意識の高揚及び人権擁護の推進

を図るため、都道府県人権委員会に人権相談員を置くものとする（第二＋－条関係)６

二委嘱

１人権相談員は、都道府県人権委員会が、市町村長（特別区の区長を含む）が推薦

した者のうちから委嘱するものとする（第二十二条第一項及び第二項関係)。

２市町村長は、都道府県人権委員会に対し、当該市町村の住民で、人権に精通して

いる者、弁護士会その他人権団体の構成員のうちから、男女比など社会の多元的構

成に配慮しつつ、当該市町村の議会の意見を聴いて、中学校区毎に人権相談員の候

補者を推薦するものとする（第二十二条第三項関係)。

３都道府県人権委員会は、市町村長等の意見を聴いて、市町村長が推薦した者以外

の適任者に人権相談員を委嘱することができるものとする（第二十三条関係)。

三任期等

１人権相談員の任期は三年とし、人権相談員は常勤とするものとする（第二十五条

関係)。

２人権相談員は給与及び職務を行うために要する費用の弁償を受けることができる

ものとする（第二十六条関係)。

四職務

人権相談員は、人権啓発、人権相談、人権侵害に関する情報収集等の職務のほか、

都道府県人権委員会の委任により、人権侵害に関する一般調査（第五の二１）及び一

般救済（第五の二２）の職務を行うものとする（第二十八条関係)。

五監督

人権相談員は、その職務に関して、都道府県人権委員会の指揮監督を受けるものと

する（第三十条関係)。

六研修

人権相談員は、その職責を自覚し、その職務を行う上に必要な知識及び技術の習得

を行うものとする。（第○条関係）

七協議会、連合会及び全国連合会

人権相談員は、人権相談員協議会を組織し、人権相談員協議会は、都道府県ごとに

都道府県人権相談員連合会を組織し、全国の都道府県人権相談員連合会は、全国人権
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相談員連合会を組織し、それぞれ、人権相談員の職務に関する所要の事務等を行うこ
とを任務とするものとする（第三十二条から第三十五条まで関係)。

第五 人権救済手続

総則

１人権侵害に関する相談

人権委員会（第五、六、七において、人権委員会及び都道府県人権委員会を人権

委員会という｡）は、人権侵害に関する各般の問題について、相談に応ずるものとす
る（第三十七条関係)。

２救済手続の開始

（－）何人も、人権侵害による被害を受け、又は受けるおそれがあるときは、人

権委員会に対し、人権救済の申出をすることができるものとする（第三十八

条第一項関係)。

（二）人権侵害に係る被害を受けた者又は被害を受けるおそれがある者が、自ら

（－）の申出を行うことができないときは、本人に代わってその代理人が申

出をすることができるものとする（第三十八条第○項関係)。

（三）何人も、人権侵害による被害又は被害の発生を予見したときは、人権委員

会に対し、人権救済の申出をすることができるものとする（第三十八条第○

項関係)。

（四）人権委員会は、人権救済の申出があれば、性質上関与するのが適当でない

事件又は行為の日から三年を経過した事件を除き、遅滞なく必要な調査をし、

適当な措置を講じなければならないものとする（第三十八条第二項関係)。

（五）人権委員会は、人権侵害による被害の救済又は予防を図るため必要がある

と認めるときは、職権で、必要な調査をし、適当な措置を講ずることができ

るものとする（第三十八条第三項関係)。

３不利益取扱いの禁止

何人も、人権救済の申出等をした者に対し、そのことを理由として、不当な取扱

いをしてはならないものとし、その行為も人権委員会の救済の対象となる人権侵害

行為とする（第○条関係)。

４公権力による人権侵害に対する救済措置

行政機関は、公権力による人権侵害に関しては、正当な理由がないかぎり、人権

委員会が講ずる措置に応じなければならないものとする。（第○条関係）

一般救済手続

１一般調査

人権委員会は、人権侵害による被害の救済又は予防に関する職務を行うため必要

があると認めるときは、必要な調査をすることができ、関係行政機関に対しては、

必要な協力を求めることができるものとする（第三十九条関係)。
２一般救済

人権委員会は、人権侵害による被害の救済又は予防を図るため必要があると認め

るときは、次に掲げる措置等を講ずることができるものとする（第四十一条関係)。

’ 
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（－）被害者等に対する助言、関係行政機関等への紹介、法律扶助に関するあっ
せんその他の援助

（二）加害者等に対する説示、啓発その他の指導

,(三）被害者等と加害者等との関係の調整

特別救済手続

通則

（一）不当な差別、虐待等に対する救済措置

人権委員会は、次に掲げる人権侵害については、一般救済（二２）のほか、

２から４まで（調停及び仲裁、勧告及びその公表並びに訴訟援助）の措置を

講ずることができるものとする（第四十二条関係)。

（１）第一の三１（－）の不当な差別的取扱い

（２）第一の三１（二）の不当な差別的言動等であって、相手方を畏怖させ、

困惑させ、又は著しく不快にさせるもの

（３）次に掲げる虐待（①人の身体に外傷が生じ、又は生ずるおそれのある暴

行を加えること、②人にその意に反してわいせつな行為をすること又は人

をしてその意に反してわいせつな行為をさせること、③人の生命又は身体

を保護する責任を負う場合において、その保護を著しく怠り、その生命又

は身体の安全を害すること又は④人に著しい心理的外傷を与える言動をす

ることをいう。）

ア公権力の行使に当たる公務員による虐待

イ社会福祉施設、医療施設等を管理する者又はその職員等による虐待

ウ学校等を管理する者又はその職員等による虐待

エ児童に対する虐待

オ配偶者に対する虐待

力同居の高齢者・障害者等に対する虐待

（４）（１）から（３）までの人権侵害に準ずる人権侵害であって、その被害

者の置かれている状況等にかんがみ、当該被害者が自らその排除又は被害

の回復のための適切な措置を執ることが困難であると認められるもの

（二）差別助長行為等に対する救済措置

人権委員会は、差別助長行為等（第一の三１，２（－）（二)）であってこ

れを放置すれば不当な差別的取扱いが行われるおそれが明らかなもの、ある

いは差別助長行為等（第一の三２（三)）であってこれを放置すれば当該不当

な差別的取扱いをすることを助長し、又は誘発するおそれが明らかなものに

ついては、一般救済（二２）のほか、５の停止の勧告等又は差止請求訴訟の

措置を講ずることができるものとする（第四十三条関係)。

（三）特別調査

人権委員会は、（一）の（１）から（３）までの人権侵害（不当な差別的取

扱い、不当な差別的言動等又は虐待｡）又は（二）の差別助長行為等について

必要な調査をするため、次に掲げる処分をすることができるものとする（第

四十四条関係)。

１ 
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（１）事件の関係者に対する出頭要求・質問

（２）当該人権侵害等に関係のある文書その他の物件の提出要求

（３）当該人権侵害等が現に行われ、又は行われた疑いがあると認める場所の
立入検査

２調停及び仲裁

人権委員会は、次のとおり、特別人権侵害に係る事件について、調停又は仲裁の

申請を受理し、調停委員会又は仲裁委員会を設けて、これに調停又は仲裁を行わせ
るものとする（第四十五条関係)。

（－）調停又は仲裁の開始

特別人権侵害による被害について、当事者の一方又は双方は、人権委員会

に対し、調停又は仲裁の申請をすることができ、人権委員会は、相当と認め

るときは、職権で、特別人権侵害に係る事件を調停に付することもできるも

のとする（第四十六条及び第四十七条関係)。

（二）人権調整委員

（１）人権委員会に、その行う調停及び仲裁に参与させるため、人権調整委員

を置き、人権調整委員は、人権委員会が任命するものとする（第四十八条

第一項及び第二項関係)。

（２）人権調整委員の任期は三年とし、人権調整委員は非常勤とするものとす

る（第四十八条第三項及び第五項関係)。

（三）調停委員会及び仲裁委員会

（１）調停及び仲裁は、人権委員会の委員長若しくは委員又は人権調整委員の

うちから、事件ごとに、人権委員会の委員長が指名する三人の委員で組織

する調停委員会及び仲裁委員会で行うものとする（第五十条第一項及び第
五十七条第一項関係)。

（２）調停委員及び仲裁委員のうち少なくとも－人は、弁護士となる資格を有

する者でなければならないものとする（第五十条第二項及び第五十七条第
二項関係)。

（四）調停委員会による意見聴取

調停委員会は、調停のため必要があると認めるときは、当事者の出頭を求

め、その意見を聴くことができるものとする（第五十一条関係)。
３勧告及びその公表

（－）勧告

人権委員会は、特別人権侵害が現に行われ、又は現に行われたと認める場

合において、当該特別人権侵害による被害の救済又は予防のため必要がある

と認めるときは、当該行為をした者に対し、理由を付して、当該行為の停止
等その他被害の救済又は予防に必要な措置を執るべきことを勧告することが
できるものとする（第六十条関係)。

（二）勧告の公表

人権委員会は、（－）の勧告をした場合において、当該勧告を受けた者がこ

れに従わないときは、その旨及び当該勧告の内容を公表することができるも
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のとする（第六十一条関係)。

４訴訟援助

（－）資料の閲覧及び膳抄本の交付

人権委員会は、３（－）の勧告をした場合において、特別人権侵害の被害

者若しくはその法定代理人又はこれらの者から委託を受けた弁護士から申出

があるときは、当該被害者の権利の行使のため必要があると認める場合その

他正当な理由がある場合であって、関係者の権利利益その他の事'情を考慮し

て相当と認めるときは、人権委員会が保有する当該特別人権侵害に関する資

料を当該申出をした者に閲覧させ、又はその騰抄本を交付することができる

ものとする（第六十二条関係)。

（二）人権委員会の訴訟参加

人権委員会は、３（－）による勧告がされた場合において、当該勧告に係

る人権侵害の内容、性質その他の事情にかんがみ必要があると認めるときは、

当該人権侵害に関する請求に係る訴訟に参加することができるものとする

（第六十三条関係)。

５差別助長行為等の差止め等

（_）差別助長行為等の停止の勧告等

人権委員会は、１（二）の差別助長行為等が現に行われ、又は行われたと

認めるときは、当該行為をした者に対し、理由を付して、当該行為の停止等

を勧告することができるものとする（第六十四条関係)。

（二）差別助長行為等の差止請求訴訟

人権委員会は、１（二）の差別助長行為等をした者に対し、（一）による勧

告をしたにもかかわらず、その者がこれに従わない場合において、当該不当

な差別的取扱いを防止するため必要があると認めるときは、その者に対し、

当該行為の停止等を請求する訴訟を提起することができるものとする（第六

十五条関係)。

第六補則

１人権相互の関係に対する配慮

この法律の適用に当たっては、救済の対象となる者の人権と他の者の人権との関

係に十分に配慮しなければならないものとする（第八十二条関係)。

２関係行政機関等との連携

人権委員会は、この法律の運用に当たっては、人権問題に関係のある公私の団体

と協議の場を設けるなど密接な連携を図ることとする（第八＋三条第○項関係)。

３規則制定権

人権委員会は、その内部規律、人権救済手続その他所掌事務に関し必要な事項に

ついて人権委員会規則を定めることができるものとする（第八十五条関係)。

４広報

国及び地方公共団体は、適切な広報措置を通じて、この法律の周知を図るものと

する。（第○条関係）
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第七罰則

罰則として、次のものを設けるものとする。

１人権委員会の委員長又は委員が守秘義務に違反して秘密を漏らした場合の刑罰
（第八十七条関係）

２正当な理由なく、特別調査に係る処分に違反した者及び調停委員会の出頭の求め
に応じなかった者に対する過料の制裁（第八十八条関係）

第八施行期日等

１施行期日

この法律は、平成○年○月○日から同年○月○日までの範囲内において政令で定
める日から施行するものとする（附則第一条関係)。

２人権擁護委員法の廃止等及び同法の廃止に伴う所要の整備（附則第二条及び第五
条関係）

３人権委員会の委員長及び委員の任命に関する経過措置（附則第三条関係）
４特別職の職員の給与に関する法律の一部改正

人権委員会の委員長及び委員の給与に関する所要の改正（附則第四条関係）
５国家行政組織法の一部改正

人権委員会の設置に伴う所要の改正（附則第六条関係）
６法務省設置法の一部改正

人権委員会の設置等に伴う所要の改正（附則第七条関係）
７内閣府設置法の－部改正

人権委員会の設置に伴う所要の改正（附貝Ⅲ第○条関係）
８地方自治法の一部改正

都道府県人権委員会設置に伴う所要の改正（附則第○条関係）
９労働関係法の一部改正

人権委員会に労働関係の人権侵害に係る救済権限付与に伴う所要の改正（附則第
○条関係）
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人
椎
侵
害
救
済
法
（
仮
称
）
法
案
要
綱
・
試
案
(
人
権
擁
膜
法
案
要
綱
と
の
対
照
表
）

－
 

～
。

｢
人
権
擁
護
法
案
」
要
綱

人
権
擁
護
法
案
の
修
正
点

｢
人
権
侵
害
救
済
法
（
仮
称
)
」
法
案
要
綱

第
一
総
則

法
律
の
目
的

人
権
救
済
及
び
人
権
啓
発
に
関
す
る
措
置
を
識
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
人
権
擁
護
に
関
す
る
施
策
を

総
合
的
に
推
進
し
、
も
っ
て
、
人
権
尊
重
社
会
の
実
現
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
と
す

る
（
第
一
条
関
係
)
。

人
権
侵
害
等
の
禁
止

１
何
人
も
、
他
人
に
対
し
、
次
に
掲
げ
る
行
為
そ
の
他
の
人
権
侵
害
を
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と

す
る
（
第
三
条
第
一
項
関
係
)
。

(
一
）
次
に
掲
げ
る
不
当
な
差
別
的
取
扱
い

(
１
）
公
務
員
と
し
て
の
立
場
に
お
い
て
人
種
等
（
人
種
、
民
族
、
信
条
、
性
別
、
社
会
的

身
分
、
門
地
、
障
害
、
疾
病
又
は
性
的
指
向
を
い
う
。
以
下
同
じ
｡
）
を
理
由
と
し
て

す
る
不
当
な
差
別
的
取
扱
い

(
２
）
業
と
し
て
対
価
を
得
て
商
品
、
施
設
、
役
務
等
を
提
供
す
る
者
と
し
て
の
立
場
に
お

い
て
人
種
等
を
理
由
と
し
て
す
る
不
当
な
差
別
的
取
扱
い

(
３
）
事
業
主
と
し
て
の
立
場
に
お
い
て
労
働
者
の
採
用
又
は
労
働
条
件
そ
の
他
労
働
関
係

に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
人
種
等
を
理
由
と
し
て
す
る
不
当
な
差
別
的
取
扱
い

(
二
）
次
に
掲
げ
る
不
当
な
差
別
的
言
動
等

(
１
）
人
種
等
の
属
性
を
理
由
と
し
て
す
る
侮
辱
、
嫌
が
ら
せ
そ
の
他
の
不
当
な
差
別
的
言

動

(
２
）
職
務
上
の
地
位
を
利
用
し
て
相
手
方
の
意
に
反
し
て
す
る
性
的
な
言
動

(
三
）
相
手
方
に
対
し
て
優
越
的
な
立
場
に
お
い
て
す
る
虐
待

２
何
人
も
、
次
に
掲
げ
る
差
別
助
長
行
為
等
を
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
（
第
三
条
第
二
項

関
係
)
。

○
パ
リ
原
則
を
踏
ま
え
た
国
内
人
権

機
関
に
付
与
さ
れ
る
権
限
を
明
ら

か
に
し
、
法
の
目
的
を
明
確
に
す
る

必
要
が
あ
る
。

○
人
権
委
員
会
の
判
断
基
準
を
明
確

に
し
、
ま
た
人
権
の
範
囲
が
窓
意
的

に
倭
小
化
さ
れ
る
こ
と
を
防
ぐ
た

め
、
明
確
な
「
人
権
｣
、
「
人
権
侵
害
」

の
定
義
が
必
要
で
あ
る
。

○
「
不
当
な
差
別
」
の
判
断
基
準
を
明

確
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
す
ぺ
て
の
人
権
問
題
に
対
応
す
る

た
め
、
差
別
禁
止
事
由
を
拡
充
し
、

明
確
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
「
性
的
指
向
」
の
内
容
が
明
ら
か
に

な
っ
て
い
な
い
た
め
、
定
義
を
明
確

に
す
る
必
要
が
あ
る
。

第
一
総
則

法
律
の
目
的

人
権
救
済
及
び
人
権
教
育
･
_
人
権
啓
発
に
関
す
る
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
人
権
施
策
の
推
適

に
関
す
る
必
要
な
事
項
を
提
言
す
る
_
こ
と
に
よ
り
、
人
権
擁
護
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に
推
迫

し
、
も
っ
て
、
人
権
尊
重
社
会
の
実
現
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
と
す
る
（
第
一
条
段

係
）

⑥
 

二
定
義 １
こ
の
法
律
に
お
い
て
「
人
権
」
と
は
、
日
本
国
憲
法
及
び
日
本
が
批
准
し
又
は
加
入
し
た
人

権
に
関
す
る
条
約
に
規
定
さ
れ
る
権
利
と
す
る
（
第
二
条
第
○
項
関
係
)
。

「
■
▲
几
－
〃
＝
｡
■
-
-
ニ
ー
一
一
・
－

一
－
．
－
、
エ
ニ
■
－
■
･
－
ｕ
－
．
＿
一
●
－
｡
－
こ
□
－
Ｂ
＿
■
二
－
－
－
＿
。
■
．
▲
ユ
ー
■
－
。

す
る
行
為
と
す
る
（
第
二
条
第
一
項
関
係
)
。

３
こ
の
法
律
に
お
い
て
「
不
当
な
差
別
」
と
は
、
人
種
等
に
基
づ
く
あ
ら
ゆ
る
区
別
、
排
除
、

制
限
又
は
優
先
で
あ
っ
て
、
平
等
な
立
場
で
の
人
権
を
認
識
し
、
享
有
し
又
は
行
使
す
る
こ
と

を
妨
げ
又
は
害
す
る
目
的
又
は
効
果
を
有
す
る
行
為
と
す
る
（
第
二
条
第
○
項
関
係
)
｡
＿

４
こ
の
法
律
に
お
い
て
「
人
種
等
」
と
は
、
人
種
、
民
族
的
若
し
く
は
国
民
的
出
身
、
皮
膚
の

色
、
国
籍
、
性
別
、
言
語
、
信
条
、
社
会
的
身
分
、
門
地
、
出
生
、
婚
姻
上
の
地
位
、
家
族
構

成
、
障
害
、
疾
病
、
性
的
指
向
、
性
的
自
己
認
識
又
は
病
原
体
の
保
持
と
す
る
（
第
二
条
第
五

項
関
係
)
。

す
る
（
第
二
条
第
二
項
関
係
)
｡
＿
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1
一
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－
－
－
知
些
Ｐ
４
１
ｂ
－
□
－
．
－
－
「
ニ
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一
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－
丘
一
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ら
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－
－
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－
二
・
－
つ
－
－
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ロ
｡

会
生
活
が
相
当
な
制
限
を
受
け
る
状
態
と
な
る
感
染
症
そ
の
他
の
疾
患
と
す
る
（
第
二
条
第
四

項
関
係
)
。

区
別
と
す
る
（
第
二
条
第
○
項
関
係
)
｡
＿

三
人
権
侵
害
等
の
禁
止

１
何
人
も
、
他
人
に
対
し
、
次
に
掲
げ
る
行
為
そ
の
他
の
人
権
侵
害
を
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と

す
る
（
第
三
条
第
一
項
関
係
)
。

(
－
）
次
に
掲
げ
る
不
当
な
差
別
的
取
扱
い

(
１
）
公
務
員
と
し
て
の
立
場
に
お
い
て
人
種
等
を
理
由
と
し
て
す
る
不
当
な
差
別
的
取
扱

い

(
２
）
業
と
し
て
対
価
を
得
て
商
品
、
施
設
、
役
務
等
を
提
供
す
る
者
と
し
て
の
立
場
に
お

い
て
人
種
等
を
理
由
と
し
て
す
る
不
当
な
差
別
的
取
扱
い

(
３
）
事
業
主
と
し
て
の
立
場
に
お
し
､
て
労
働
者
の
採
用
又
は
労
働
条
件
そ
の
他
労
働
関
係

に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
人
種
等
を
理
由
と
し
て
す
る
不
当
な
差
別
的
取
扱
い

(
二
）
次
に
掲
げ
る
不
当
な
差
別
的
言
動
等

(
１
）
人
種
等
の
属
性
を
理
由
と
し
て
す
る
侮
辱
、
嫌
が
ら
せ
そ
の
他
の
不
当
な
差
別
的
言

動

(
２
）
職
務
上
の
地
位
を
利
用
し
て
相
手
方
の
意
に
反
し
て
す
る
性
的
な
言
動

(
三
）
相
手
方
に
対
し
て
優
越
的
な
立
場
に
お
い
て
す
る
虐
待

２
何
人
も
、
次
に
掲
げ
る
差
別
助
長
行
為
等
を
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
（
第
三
条
第
二
項

関
係
）

。



(
－
）
人
種
等
の
共
通
の
属
性
を
有
す
る
不
特
定
多
数
の
者
に
対
し
て
当
該
属
性
を
理
由
と
し

て
１
（
－
）
の
不
当
な
差
別
的
取
扱
い
を
す
る
こ
と
を
助
長
し
、
又
は
誘
発
す
る
目
的
で
、

当
該
不
特
定
多
数
の
者
が
当
該
属
性
を
有
す
る
こ
と
を
容
易
に
識
別
す
る
こ
と
を
可
能

と
す
る
情
報
を
文
書
の
頒
布
、
掲
示
等
の
方
法
で
公
然
と
摘
示
す
る
行
為

に
）
人
種
等
の
共
通
の
属
性
を
有
す
る
不
特
定
多
数
の
者
に
対
し
て
当
該
属
性
を
理
由
と
し

て
１
（
－
）
の
不
当
な
差
別
的
取
扱
い
を
す
る
意
思
を
広
告
、
掲
示
等
の
方
法
で
公
然
と

表
示
す
る
行
為

(
一
）
人
種
等
の
共
通
の
属
性
を
有
す
る
不
特
定
多
数
の
者
に
対
し
て
当
該
属
性
を
理
由
と
し

て
１
（
－
）
の
不
当
な
差
別
的
取
扱
い
を
す
る
こ
と
を
助
長
し
、
又
は
誘
発
す
る
目
的
で
、

当
該
不
特
定
多
数
の
者
が
当
該
属
性
を
有
す
る
こ
と
を
容
易
に
識
別
す
る
こ
と
を
可
能

と
す
る
情
報
を
文
書
の
頒
布
、
掲
示
等
の
方
法
で
公
然
と
摘
示
す
る
行
為

に
）
人
種
等
の
共
通
の
属
性
を
有
す
る
不
特
定
多
数
の
者
に
対
し
て
当
該
属
性
を
理
由
と
し

て
１
（
－
）
の
不
当
な
差
別
的
取
扱
い
を
す
る
意
思
を
広
告
、
掲
示
等
の
方
法
で
公
然
と

表
示
す
る
行
為

華
の
仰
屡
I
r
F
Z
F
P
J
運
芹

○
差
別
的
な
身
元
調
査
の
反
社
会
性

を
明
確
に
す
る
た
め
、
差
別
行
為
の

一
つ
と
明
確
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

ﾖ
、
ｌ
守
１
－
ｖ
ｚ
－
ｒ
冨
甲
E
望

５Ｊ
 

又
雲

四
国
の
責
務

国
の
責
務

国
は
、
人
権
擁
護
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に
推
進
す
る
責
務
を
有
す
る
も
の
と
す
る
（
第
四
条

関
係
)
。

型
は
、
基
本
的
人
権
の
享
受
と
注
@

章
す
る
日
本
１
週
露
潅
の
琿
令

ｂ
施
夛
盾
を
総
合
伯

,
 

五
一
地
方
公
共
団
体
の
責
務

粗
方
公
共
団
体
は
、
国
及
び
閣
侶

○
地
方
公
共
団
体
の
責
務
を
明
確
に

す
る
必
要
が
あ
る
。

種
擁
護
に
関
す
る
施
策
を
総
合
白

夷
（
）
ａ

第
二
人
権
委
員
会

一
設
置

国
家
行
政
組
織
法
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
い
て
、
法
務
省
の
外
局
と
し
て
、
第
一
の
－
の

目
的
を
達
成
す
る
こ
と
を
任
務
と
す
る
人
権
委
員
会
を
設
置
す
る
も
の
と
す
る
（
第
五
条
関
係
)
。

二
所
掌
事
務

人
権
委
員
会
は
､
人
権
救
済
､
人
権
啓
発
等
の
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
も
の
と
す
る
（
第
六
条
関
係
)
。

三
職
権
行
使
の
独
立
性

人
権
委
員
会
の
委
員
長
及
び
委
員
は
、
独
立
し
て
そ
の
職
権
を
行
う
も
の
と
す
る
（
第
七
条
関

係
)
。

四
組
織

人
権
委
員
会
は
、
委
員
長
及
び
委
員
四
人
を
も
っ
て
組
織
し
、
委
員
の
う
ち
三
人
は
、
非
常
勤
と

す
る
も
の
と
す
る
（
第
八
条
関
係
)
。

五
委
員
長
及
び
委
員
の
任
命
等

１
委
員
長
及
び
委
員
は
､
両
議
院
の
同
意
を
得
て
、
内
閣
総
理
大
臣
が
任
命
す
る
も
の
と
す
る
（
第

九
条
第
一
項
関
係
)
。

２
１
の
任
命
に
当
た
っ
て
は
、
委
員
長
及
び
委
員
の
う
ち
、
男
女
の
い
ず
れ
か
一
方
の
数
が
二
名

未
満
と
な
ら
な
い
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
（
第
九
条
第
二
項
関
係
)
。

３
委
員
長
及
び
委
員
の
任
期
は
三
年
と
す
る
も
の
と
す
る
（
第
十
条
関
係
)
。

４
委
員
長
及
び
委
員
は
、
心
身
の
故
障
の
た
め
職
務
の
執
行
が
で
き
な
い
等
の
法
定
の
事
由
に
該

当
す
る
場
合
を
除
き
、
在
任
中
、
そ
の
意
に
反
し
て
罷
免
さ
れ
る
こ
と
が
な
い
も
の
と
す
る
（
第

十
一
条
及
び
第
十
二
条
関
係
)
。

二
人
権
委
員
会
（
中
央
）

－
設
置 国
家
行
政
組
織
法
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
い
て
､
白
閣
府
の
外
局
と
し
て
､
第
一
の
-
の

目
的
を
達
成
す
る
こ
と
を
任
務
と
す
る
人
権
委
員
会
を
設
置
す
る
も
の
と
す
る
（
第
五
条
関
係
)
。

二
所
掌
事
務

○
人
権
委
員
会
の
独
立
性
を
確
保
す

る
た
め
、
総
合
調
整
機
能
を
果
た
す

内
閣
府
の
下
に
設
置
す
る
べ
き
で

あ
る
。
（
参
考
：
１
５
．
７
内
閣
府
に
食

品
安
全
委
員
会
を
設
置
）

○
人
権
委
員
会
の
人
権
教
育
機
能
及

び
政
策
提
言
機
能
を
明
確
に
す
る

必
要
が
あ
る
。

￣
 

○
・

種
委
員
会
は
、
人
権
救
済
の
ほ
か
人
権
糖

文
啓
発
や
人
権
教
育
並
び
に
人
権
旅

Ｔ
魚

琵
冨
『
等
の
葺
茅
語

？
 

三
職
権
行
使
の
独
立
性

人
権
委
員
会
の
委
員
長
及
び
委
員
は
、
独
立
し
て
そ
の
職
権
を
行
う
も
の
と
す
る
（
第
七
条
関

係
)
。

四
組
織 礎
委
員
会
は
､
委
員
長
及
び
委
員
型
を
も
っ
て
組
織
し
､
委
員
の
う
ち
半
数
以
上
は
､
常
勤

と
す
る
も
の
と
す
る
（
第
八
条
関
係
)
。

五
委
員
長
及
び
委
員
の
任
命
等

○
独
立
性
の
確
保
や
様
々
な
意
見
を

意
思
決
定
に
反
映
さ
せ
る
た
め
に
、

委
員
を
充
実
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
委
員
の
選
任
に
あ
た
っ
て
は
、
当
事

者
団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
メ
ン
バ
ー
な

ど
人
権
に
関
す
る
活
動
経
験
を
有

す
る
者
を
積
極
的
に
登
用
す
る
必

要
が
あ
る
。

１
 

醇
昌
十
二
Ａ
。

識
瀞
晶
験
の
あ
ろ
者
０

２
 

垈
邑
長
乃
７
Ｋ
季
邑
、

萎
邑
会
の
純
寺
件
乃
７
ﾇ
ﾈ
＋
今
〃

鷹
i
副
弓
Ｔ
６
Ｙ
Ｗ

３
委
員
長
及
び
委
員
の
任
期
は
三
年
と
す
る
も
の
と
す
る
（
第
十
条
関
係
)
。

４
委
員
長
及
び
委
員
は
、
心
身
の
故
障
の
た
め
職
務
の
執
行
が
で
き
な
い
等
の
法
定
の
事
由
に
該

当
す
る
場
合
を
除
き
、
在
任
中
、
そ
の
意
に
反
し
て
罷
免
さ
れ
る
こ
と
が
な
い
も
の
と
す
る
（
第

十
一
条
及
び
第
十
二
条
関
係
)
。

六
事
務
局
及
當
E
墾
也
参
事
務
顛
等
（
第
十
五
条
丹
了
艮
竺
-
L
ｦ
墓
条
閏
傳
）

六
・
事
務
局
及
び
地
方
事
務
所
等
（
第
十
五
条
及
び
第
十
六
条
関
係
）

１
人
権
委
員
会
に
事
務
局
を
置
き
、
事
務
局
の
職
員
の
う
ち
に
は
、
弁
護
士
と
な
る
資
格
を
有
す

る
者
を
加
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
（
第
十
五
条
関
係
)
。

２
事
務
局
の
地
方
機
関
と
し
て
、
所
要
の
地
に
地
方
事
務
所
を
置
く
も
の
と
し
、
人
権
委
員
会
は
、

政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
地
方
事
務
所
の
事
務
を
地
方
法
務
局
長
に
委
任
す
る
こ
と
が
で

＿
＝
ス
＆
＿
ダ
ハ
レ
ー
マ
ト
ス
'
２
吉
＋
宍
冬
匪
1
1
玄
､

(
第
十
五
条
愛
自
E
異
第
半
左
条
関
係
）

１
人
権
委
員
会
に
事
務
局
を
置
き
、
事
務
局
の
職
員
の
う
ち
に
は
、
弁
護
士
と
な
る
資
格
を
有
す

る
者
を
加
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
（
第
十
五
条
関
係
)
。

○
地
方
レ
ベ
ル
の
実
効
性
あ
る
救
済

機
関
の
設
置
が
必
要
で
あ
る
。

○
委
員
会
の
実
効
性
を
高
め
る
た
め
、

窒
簔
E
昌
毫
四
s
出
る
再
＝
=
晏
僖
戻
贋
圭
一
地
ｦ
5
E
事
務
顛
白
二
事
務
自
営
=
鍵
勢
鐸
由
鼻
藥
昌
屋
&
菖
昌



そ
の
補
助
機
関
で
あ
る
事
務
局
職

員
の
資
質
を
高
め
、
多
元
性
を
確
保

す
る
必
､
要
が
あ
る
。

き
る
も
の
と
す
る
（
第
十
六
条
関
係
)
。

に
関
し
て
高
い
見
識
又
は
豊
か
な
経
験
を
有
す
る
民
間
団
体
の
職
員
又
は
構
成
員
等
を
採
用
す

る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
（
第
十
五
条
関
係
）

七
管
轄

○
国
と
地
方
の
役
割
分
担
を
明
確
に

す
る
必
要
が
あ
る
。

さ
れ
る
人
権
侵
害
。

特
定
の
も
の
を
除
く
）
。

全
国
的
に
重
大
な
人
権
侵
害

３
 

八
国
会
に
対
す
る
報
告
等

人
権
委
員
会
は
、
毎
年
、
内
閣
総
理
大
臣
を
経
由
し
て
国
会
に
対
し
、
所
掌
事
務
の
処
理
状
況
を

報
告
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
概
要
を
公
表
す
る
も
の
と
す
る
（
第
十
九
条
関
係
)
。

九
内
閣
総
理
大
臣
等
又
は
国
会
に
対
す
る
意
見
の
提
出

１
人
権
委
員
会
は
、
内
閣
総
理
大
臣
若
し
く
は
関
係
行
政
機
関
の
長
又
は
国
会
に
対
し
、
こ
の
法

律
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
次
に
掲
げ
る
事
項
に
関
し
、
意
見
を
提
出
す
る
こ
と
が
で

七
国
会
に
対
す
る
報
告
等

人
権
委
員
会
は
、
毎
年
、
内
閣
総
理
大
臣
を
経
由
し
て
国
会
に
対
し
、
所
掌
事
務
の
処
理
状
況
を

報
告
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
概
要
を
公
表
す
る
も
の
と
す
る
（
第
十
九
条
関
係
)
。

八
内
閣
総
理
大
臣
等
又
は
国
会
に
対
す
る
意
見
の
提
出

人
権
委
員
会
は
、
内
閣
総
理
大
臣
若
し
く
は
関
係
行
政
機
関
の
長
又
は
国
会
に
対
し
、
こ
の
法
律

の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
に
関
し
、
意
見
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る

（
第
二
十
条
関
係
)
。

○
委
員
会
の
提
言
機
能
を
拡
充
す
る

べ
き
で
あ
る
。

き
る
も
の
と
す
る
（
第
二
十
条
関
係
)
。

(
－
）
人
権
教
育
・
啓
発
に
係
る
施
策
の
あ
り
方

(
二
）
人
権
に
係
る
法
令
の
制
定
又
は
改
廃

(
三
）
人
権
に
係
る
行
政
上
の
取
扱
い
の
変
更

(
四
）
人
権
諸
条
約
の
批
准
又
は
こ
れ
へ
の
加
入

(
五
）
国
際
連
合
等
の
国
際
機
関
及
び
諸
外
国
の
人
権
機
関
と
の
協
力

(
六
）
人
権
諸
条
約
上
提
出
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
政
府
報
告
書
の
作
成
等

￣
 

（
●
 

又
は
国
会
は
、
誠
実
に
こ
れ
に
対
応
し
、
そ
の
措
置
状
況
を
意
見
提
出
を
受
け
た
日
か
ら
６
０
日

○
委
員
会
か
ら
意
見
提
出
を
受
け
た

も
の
は
、
そ
れ
に
対
す
る
応
答
義

務
・
説
明
責
任
が
あ
る
こ
と
を
明
確

に
す
る
必
要
が
あ
る
。

以
内
に
人
権
委
員
会
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
内
容
を
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。
（
第
二
十

条
関
係
）

第
三
都
道
府
県
人
権
委
員
会

設
置

○
地
域
で
生
じ
る
人
権
問
題
を
効
果

的
に
解
決
す
る
た
め
、
都
道
府
県
ご

と
に
独
立
し
た
人
権
委
員
会
を
設

置
す
る
べ
き
で
あ
る
。

○
都
道
府
県
人
権
委
員
会
に
も
中
央

の
人
権
委
員
会
と
同
じ
機
能
を
付

与
す
る
べ
き
で
あ
る
。

都
道
府
県
知
事
の
所
轄
の
下
に
、
都
道
府
県
人
権
委
員
会
を
設
置
す
る
も
の
と
す
る
（
第
○
条
関

係
）̄
 

所
掌
事
務

都
道
府
県
人
権
委
員
会
は
、
人
権
救
済
、
人
権
相
談
の
ほ
か
人
権
擁
護
に
関
す
る
普
及
啓
発
や
人

権
教
育
並
び
に
人
権
施
策
の
推
進
に
係
わ
る
必
要
な
事
項
に
関
す
る
提
言
、
人
権
相
談
員
の
設
置
等

の
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
も
の
と
す
る

(
第
○
条
関
係
）

職
権
行
使
の
独
立
性

都
道
府
県
人
権
委
員
会
の
委
員
長
及
び
委
員
は
、
独
立
し
て
そ
の
職
権
を
行
う
も
の
と
す
る
（
第

○
条
関
係
)
。

四
組
織

都
道
府
県
人
権
委
員
会
は
、
委
員
長
及
び
委
員
○
人
以
上
○
人
以
内
と
も
つ
_
て
組
織
し
、
委
員
の

う
ち
○
人
以
上
は
、
常
勤
と
す
る
も
の
と
す
る
（
第
○
条
関
係
)
。

五
委
員
長
及
び
委
員
の
任
命
等

を
有
す
る
者
そ
の
他
法
律
又
は
社
会
に
関
す
る
学
識
経
験
の
あ
る
者
の
う
ち
か
ら
、
都
道
府
県
識

会
の
I
司
意
を
得
て
、
都
道
府
県
知
事
が
任
命
す
る
も
の
と
す
る

(
第
○
条
第
○
項
関
係
）

未
満
と
な
ら
な
い
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
．
委
員
会
の
独
立
性
及
び
社
会
の
多
元
的
構
成
が
確
保



画つ

第
三
人
権
擁
護
委
員

－
設
置

地
域
社
会
に
お
け
る
人
権
擁
護
の
推
進
を
図
る
た
め
、
人
権
委
員
会
に
人
権
擁
護
委
員
を
置
く
も

の
と
す
る
（
第
二
十
一
条
関
係
)
。

委
嘱

１
人
権
擁
護
委
員
は
、
人
権
委
員
会
が
、
市
町
村
長
が
推
薦
し
た
者
の
う
ち
か
ら
委
嘱
す
る
も
の

と
す
る
（
第
二
十
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
関
係
)
。

２
市
町
村
長
は
、
人
権
委
員
会
に
対
し
、
当
該
市
町
村
の
住
民
の
う
ち
か
ら
、
当
該
市
町
村
の
議

会
の
意
見
を
聴
い
て
、
人
権
擁
護
委
員
の
候
補
者
を
推
薦
す
る
も
の
と
す
る
（
第
二
十
二
条
第
三

項
関
係
)
。

３
人
権
委
員
会
は
、
市
町
村
長
等
の
意
見
を
聴
い
て
、
市
町
村
長
が
推
薦
し
た
者
以
外
の
適
任
者

に
人
権
擁
護
委
員
を
委
嘱
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
二
十
三
条
関
係
)
。

三
任
期
等

１
人
権
擁
護
委
員
の
任
期
は
三
年
と
し
、
人
権
擁
護
委
員
は
非
常
勤
と
す
る
も
の
と
す
る
（
第
二

十
五
条
関
係
)
。

２
人
権
擁
護
委
員
に
は
給
与
を
支
給
し
な
い
も
の
と
し
、
人
権
擁
護
委
員
は
職
務
を
行
う
た
め
に

要
す
る
費
用
の
弁
償
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
二
十
六
条
関
係
)
。

四
職
務

○
国
と
地
方
の
役
割
分
担
を
明
確
に

す
る
必
要
が
あ
る
。

○
地
方
に
お
け
る
人
権
擁
護
施
策
椎

進
の
大
き
な
柱
と
な
る
都
道
府
県

人
権
委
員
会
に
も
意
見
提
出
権
を

付
与
す
る
べ
き
で
あ
る
。

○
地
域
に
お
け
る
効
果
的
な
活
動
を

推
進
す
る
た
め
、
人
権
擁
護
委
員
制

度
の
抜
本
的
な
改
編
が
必
要
で
あ

る
。

○
選
任
に
あ
た
っ
て
は
、
専
門
性
や
見

識
・
経
験
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
バ
ラ
ン

ス
を
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
動
機
付
け
と
専
門
性
を
高
め
る
た

め
、
有
給
化
と
資
質
の
向
上
が
必
要

で
あ
る
。

ご
刀
し
○
よ
う
自
己
』
麗
丁
･
も
の
と
す
わ
（
第
○
条
第
○
項
関
係
）

六
事
務
局

る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
（
第
○
条
第
○
項
関
係
)
。

七
管
轄

竺
宮

ヨ
コ
フ
、
合
と
ｎ
Ｈ
Ｐ
Ｏ
白
ロ
」
四
崖
一
一
ノ
Ｌ
Ｄ
－
Ｌ
Ａ
－
－
－
０
．
｡
．
１
２
－
｡
．
＝
ひ
－
－
、
－
－
．
△
＿

￣
ﾀ
ﾞ
ﾌ
、
ヨ
ー
な
〕
「
－
－
へ
Ｕ
ｈ
－
Ｄ
－
十
Ｌ
Ｉ
Ｚ
呈
胡
＝
ヨ
、
丁
四
台
Ｆ
方
O
Ｂ
Ｂ
」
」
戊
一
ロ
'
七
■
ヂ
ユ
ー
＝
鐸
し
－
－
‐
－
．
－
ｐ
－
－
－
．
－
▲
＿
＿
＿

8
｢
)
Ｚ
、
平
、
の
し
で
~
ス
）
（
淫
Z
r
-
1
塁
督
窒
ｒ
､
西
目
月
1
ｺ
E
､

八
移
送̄
■
 

九
都
道
府
県
知
事
又
は
都
道
府
県
議
会
に
対
す
る
意
見
の
提
出

達

都
道
府
県
人
権
委
員
会
は
、
都
讃
府
県
知
事
文
l
士
都
置
府
県
議
今
I
了
針
１
－
の
洋
鐘
の
B
d
b
h
力

成
す
る
た
め
に
必
要
な
次
に
掲
げ
る
事
項
に
闇
し
音
目
方
堤
卜
H
-
ナ
ス
ー
レ
ッ
ト
ヌ
で
＝
ス
＆
､
ハ
ル
÷

る
（
第
○
条
関
Ｒ
鳥
)
。

（
－
）
人
権
教
育
･
啓
発
に
係
る
施
策
の
あ
り
方

(
二
）
人
権
に
係
る
条
例
の
制
定
又
は
改
廃

（
三
）
人
権
に
係
る
行
政
上
の
取
扱
い
の
変
更
等

第
四
人
権
相
談
員

－
設
置

地
域
社
会
に
お
け
る
人
権
相
談
に
応
じ
る
と
と
＃
〕
に
、
人
権
責
識
の
高
摂
乃
ぴ

を
図
る
た
め
、

二
委
嘱

１
 

｡
、

人
権
擁
護
の
推
進

麺
道
歴
』
畠
▲
塗
委
員
全
Ｅ
▲
掴
遜
員
と
眞
二
も
の
と
す
る
（
第
二
十
一
条
関
係
)
。

人
権
相
談
員
は
､
_
都
道
府
県
人
権
委
員
会
が
、

し
た
者
の
う
ち
か
ら
委

ゴ
ー
、
〒
４
－
卜
Ｅ
Ｄ
－
ゴ
ロ
7
＝
と

市
町
村
長
（
特
別
区
の
区
長
を
含
む
）

嘱
す
る
も
の
と
す
る
（
第
二
十
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
関
係
）

「
右
Ｐ
0
日
Ⅱ
」
と
ニ
ー
ー
ノ
ミ
、
－
△
ｏ
■
、
｡
グ
ー
且
-
△
－
－
－
，
０
￣
＿
ｃ
も
-
－
＿
．
｡
＿
＿

。

■
凸

が
推
薦

３
塾
道
皿
甚
人
罎
委
員
全
は
、
市
町
村
長
等
の
意
見
を
聴
い
て
、
市
町
村
長
が
推
薦
し
た
者
以
外

の
適
任
者
に
△
l
i
E
担
毯
員
を
委
嘱
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
二
十
三
条
関
係
)
。

三
任
期
等

１
雄
担
毯
員
の
任
期
は
三
年
と
し
、
人
権
相
談
員
は
常
勤
と
す
る
も
の
と
す
る
（
第
二
十
五
条

２
 関
係
）

四
職
務

。
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同人⑦

こ
閏
~
す
Ｃ
情
報
I
D
G

査
（
第
四
の
二
１
）

|
係
)
。

ﾜ
指
揮
監
督
を
受
Ｉ

人
権
擁
護
委
員
協

亘
の
都
道
府
県
人

人
権
擁
護
委
員
α

，
＋
一
生
九
匡
竺
＝

護書

］民２陣、罪矢△室陣冗鈎副一詞

凋０

人四

長 織
委日

国際恩△口器

皿‐櫛塞

多 面

掴息翁

〃侵訟

栄
関
係

の
開
始

人
も
、

員
会
に

－
項
僕

潅
委
員

又
は
布

適
当
な

態
参
三

皷餉敵症

］申申龍

鬮翁

[
○
 

岸
凸

適要塁

鉦妨纏雛》

亘瑁

詰図

,
 

人
権
擁
護
委
員
は
、
人
権
啓
発
、
人
権
相
談
、
人
権
侵
害
に
関
す
る
情
報
収
集
等
の
職
務
の
ほ
か
、

人
権
委
員
会
の
委
任
に
よ
り
、
人
権
侵
害
に
関
す
る
一
般
調
査
（
第
四
の
二
１
）
及
び
一
般
救
済
（
第

四
の
二
２
）
の
職
務
を
行
う
も
の
と
す
る
（
第
二
十
八
条
関
係
)
。

五
監
督

人
権
擁
護
委
員
は
､
そ
の
職
務
に
関
し
て
、
人
権
委
員
会
の
指
揮
監
督
を
受
け
る
も
の
と
す
る
（
第

三
十
条
関
係
)
。

六
協
議
会
、
連
合
会
及
び
全
国
連
合
会

人
権
擁
護
委
員
は
、
人
権
擁
護
委
員
協
議
会
を
組
織
し
、
人
権
擁
護
委
員
協
議
会
は
、
都
道
府
県

ご
と
に
都
道
府
県
人
権
擁
護
委
員
連
合
会
を
組
織
し
、
全
国
の
都
道
府
県
人
権
擁
護
委
員
連
合
会

は
、
全
国
人
権
擁
護
委
員
連
合
会
を
組
織
し
、
そ
れ
ぞ
れ
、
人
権
擁
護
委
員
の
職
務
に
関
す
る
所
要

の
事
務
等
を
行
う
こ
と
を
任
務
と
す
る
も
の
と
す
る
（
第
三
十
二
条
か
ら
第
三
十
五
条
ま
で
関
係
)
。

第
四
人
権
救
済
手
続

一
総
則

１
人
権
侵
害
に
関
す
る
相
談

人
権
委
員
会
は
、
人
権
侵
害
に
関
す
る
各
般
の
問
題
に
つ
い
て
、
相
談
に
応
ず
る
も
の
と
す
る

(
第
三
十
七
条
関
係
)
。

２
救
済
手
続
の
開
始

(
－
）
何
人
も
、
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
を
受
け
、
又
は
受
け
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、
人

權
委
員
会
に
対
し
、
人
権
救
済
の
申
出
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
三
十
八

条
第
一
項
関
係
)
。

(
二
）
人
権
委
員
会
は
、
人
権
救
済
の
申
出
が
あ
れ
ば
、
性
質
上
関
与
す
る
の
が
適
当
で
な
い

事
件
又
は
行
為
の
日
か
ら
一
年
を
経
過
し
た
事
件
を
除
き
、
遅
滞
な
く
必
要
な
調
査
を

し
、
適
当
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
（
第
三
十
八
条
第
二
項
関

係
）

。

(
三
）
人
権
委
員
会
は
、
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
の
救
済
又
は
予
防
を
図
る
た
め
必
要
が
あ
る

と
認
め
る
と
き
は
、
職
権
で
、
必
要
な
調
査
を
し
、
適
当
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き

る
も
の
と
す
る
（
第
三
十
八
条
第
三
項
関
係
)
。

一
般
救
済
手
続

１
－
股
調
査

人
権
委
員
会
は
、
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
の
救
済
又
は
予
防
に
関
す
る
職
務
を
行
う
た
め
必
要

が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
必
要
な
調
査
を
す
る
二
と
が
で
き
、
関
係
行
政
機
関
に
対
し
て
は
、

○
都
道
府
県
人
権
委
員
会
に
も
中
央

の
人
権
委
員
会
と
同
じ
機
能
を
付

与
す
る
べ
き
で
あ
る
。

○
当
事
者
だ
け
で
な
く
、
代
理
人
や
事

態
を
察
知
し
た
も
の
に
も
救
済
の

申
出
を
行
え
る
よ
う
に
で
き
る
必

要
が
あ
る
。

○
申
立
期
間
を
１
年
と
す
る
と
、
短
い

期
間
に
決
断
を
迫
る
こ
と
に
な
る

の
で
、
相
当
な
猶
予
期
間
を
設
け
る

必
要
が
あ
る
。

○
申
立
人
に
対
す
る
不
利
益
取
扱
い

も
人
権
委
員
会
に
よ
る
救
済
の
対

象
と
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
人
権
委
員
会
に
よ
る
調
査
や
調
停

の
対
象
と
な
っ
た
行
政
機
関
に
は
、

そ
れ
に
応
じ
る
義
務
が
あ
る
こ
と

を
明
確
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

人
權
担
毯
員
は
、
人
権
啓
発
、
人
権
相
談
、
人
権
侵
害
に
関
す
る
情
報
収
集
等
の
職
務
の
ほ
か
、

主
巡
i
亘
』
:
I
｣
是
△
i
i
E
歪
員
全
の
委
任
に
よ
り
、
人
権
侵
害
に
関
す
る
一
般
調
査
（
第
五
の
二
１
）
及
び
－

股
救
済
（
第
五
の
二
２
）

五
監
督

の
職
務
を
行
う
も
の
と
す
る
（
第
二
十
八
条
関
係
)
。

▲
i
i
E
担
毯
員
は
、
そ
の
職
務
に
関
し
て
、
劃
I
道
府
県
人
権
委
員
会
の
指
揮
監
督
を
受
け
る
も
の
と

す
る
（
第
三
十
条
関
係
)
。

六
研
修

､
 

人
権
相
談
員
は
、
そ
の
職
責
を
自
覚
し
、
そ
の
職
務
を
行
う
上
に
必
要
な
知
識
及
び
技
術
の
習
f
§

左
才
〒
ろ
＆
､
の
Ｌ
宅
ト
ス
（
淫
Ｅ
ｒ
､
冬
日
ﾖ
ｲ
ｴ
〕

七
協
議
会
、
連
合
会
及
び
全
国
連
合
会

上
暹
t
且
毯
員
は
、
人
権
相
談
員
協
議
会
を
組
織
し
、

都
道
府
県
人
権
相
談
員
連
合
会
を
組
織
し

相
談
員
連
合
会
を
組
織
し

、

、

人
権
相
談
員
協
議
会
は

、
都
道
府
県
ご
と
に

全
国
の
都
道
府
県
人
権
相
談
員
連
合
会
は
、
全
国
人
邇

そ
れ
ぞ
れ
、
人
権
相
談
員
の
職
務
に
関
す
る
所
要
の
事
務
等
を
行
う
こ

と
を
任
務
と
す
る
も
の
と
す
る
（
第
三
十
二
条
か
ら
第
三
十
五
条
ま
で
関
係
)
。

第
五
人
権
救
済
手
続

総
則

１
人
権
侵
害
に
関
す
る
相
談

人
権
委
員
会

’
魯
鎧
一
一
L
－
ｌ
－
Ｄ
－
－
ｂ
Ｂ
、
-
－
ロ
と
生
一
一
’
Ｌ
Ｔ
Ｔ
－
.
十
＄
ザ
万
、
Ａ
Ｌ
－
Ｆ
Ｄ
ｐ
■
，
｣
L
－
－
－
へ
１
．
■
－

委
員
会
と
い
う
｡
）
は
、
人
権
侵
害
に
関
す
る
各
般
の
問
題
に
つ
い
て
、
相
談
に
応
ず
る
も
の
と

す
る
（
第
三
十
七
条
関
係
)
。

２
救
済
手
続
の
開
始

(
－
）
何
人
も
、
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
を
受
け
、
又
は
受
け
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、
人

権
委
員
会
に
対
し
、
人
権
救
済
の
申
出
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
三
十
八

条
第
一
項
関
係
)
。

(
二
）
人
権
侵
害
に
係
る
被
害
を
受
け
た
者
又
は
被
害
を
箸
け
る
お
そ
れ
が
あ
ろ
者
が
＿
白
ら

(
－
）
の
申
出
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
．
本
人
に
代
わ
っ
て
子
の
代
理
人
が
申

出
を
-
す
る
こ
と
が
で
き
ろ
＊
､
の
ル
ー
す
る
（
篭
＝
＋
八
冬
箪
、
頂
閣
煙
）

(
三
）
何
人
も
、
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
又
は
被
害
の
発
牛
洋
子
貝
し
た
し
麦
l
土
人
権
季
邑

(
四
）

(
五
）

会
に
対
し
、
人
権
救
済
の
申
出
を
す
る
こ
と
が
で
き
ろ
#
,
の
と
す
る
（
篭
三
十
八
条
筆
(
-
）

項
関
係
)
。

人
権
委
員
会
は
、
人
権
救
済
の
申
出
が
あ
れ
ば
、
性
質
上
関
与
す
る
の
が
適
当
で
な
い

事
件
又
は
行
為
の
日
か
ら
二
壬
を
経
過
し
た
事
件
を
除
き
、
遅
滞
な
く
必
要
な
調
査
を

し
、
適
当
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
（
第
三
十
八
条
第
二
項
関

係
）

◎
 

人
権
委
員
会
は
、
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
の
救
済
又
は
予
防
を
図
る
た
め
必
要
が
あ
る

と
認
め
る
と
き
は
、
職
権
で
、
必
要
な
調
査
を
し
、
適
当
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き

る
も
の
と
す
る
（
第
三
十
八
条
第
三
項
関
係
)
。

３
不
利
益
取
扱
い
の
禁
止

何
人
も
、
人
権
救
済
の
申
出
等
を
し
た
者
に
対
し
、
そ
の
こ
と
を
理
由
と
し
て
＿
不
当
な
破
枅

、
込
舍
＿
】
一
ｊ
－
ト
チ
ュ
ナ
＋
ェ
、
、
」
〃
ﾃ
、
１
＿
ロ
ブ
ー
グ
テ
、
屋
＝
』
｣
し
」
。
」
｣
L
-
-
ロ
ク
ヒ
ー
」
1
２
－
．
－
－
－
１
－
０
１
－
－
ｐ
Ｕ
Ｌ
－
〃
－
式
-

行
為
と
す
る
（
第
○
条
関
係
)
。

４
公
権
力
に
よ
る
人
権
侵
害
に
対
す
る
救
済
槽
潰

行
政
機
関
は
、
公
権
力
に
よ
る
人
権
侵
害
に
関
し
て
は
、
正
当
な
理
由
が
な
い
か
要
り
＿
人
権

季
昌
今
が
識
ず
ろ
搭
清
に
応
じ
だ
け
ｵ
皿
壬
か
C
L
､
か
い
t
､
の
ﾚ
ｰ
ｫ
ｰ
ｽ
ｲ
竺
、
多
B
E
M
｡
E
）

一
般
救
済
手
続

１
一
般
調
査

人
権
委
員
会
は
、
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
の
救
済
又
は
予
防
に
関
す
る
職
務
を
行
う
た
め
必
要

が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
必
要
な
調
査
を
す
る
こ
と
が
で
き
、
関
係
行
政
機
関
に
対
し
て
は
、



～
 

必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
三
十
九
条
関
係
)
。

２
一
般
救
済

人
権
委
員
会
は
、
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
の
救
済
又
は
予
防
を
図
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め

る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
措
置
等
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
四
十
一
条
関
係
)
。

（
－
）
被
害
者
等
に
対
す
る
助
言
、
関
係
行
政
機
関
等
へ
の
紹
介
、
法
律
扶
助
に
関
す
る
あ
っ

せ
ん
そ
の
他
の
援
助

（
二
）
加
害
者
等
に
対
す
る
説
示
、
啓
発
そ
の
他
の
指
導

（
三
）
被
害
者
等
と
加
害
者
等
と
の
関
係
の
調
整

特
別
救
済
手
続

１
通
則

（
－
）
不
当
な
差
別
、
虐
待
等
に
対
す
る
救
済
措
置

人
権
委
員
会
は
、
次
に
掲
げ
る
人
権
侵
害
に
つ
い
て
は
、
一
般
救
済
（
二
２
）
の
ほ
か
、

２
か
ら
４
ま
で
（
調
停
及
び
仲
裁
、
勧
告
及
び
そ
の
公
表
並
び
に
訴
訟
援
助
）
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
第
五
の
－
１
及
び
二
１
の
労
働
分
野
に

お
け
る
人
権
侵
害
に
つ
い
て
は
、
４
（
二
）
（
訴
訟
参
加
）
の
措
置
に
限
る
も
の
と
す
る

（
第
四
十
二
条
関
係
)
。

（
１
）
第
一
の
二
１
（
－
）
の
不
当
な
差
別
的
取
扱
い

（
２
）
第
一
の
二
１
（
二
）
の
不
当
な
差
別
的
言
動
等
で
あ
っ
て
、
相
手
方
を
畏
怖
さ
せ
、

困
惑
さ
せ
、
又
は
著
し
く
不
快
に
さ
せ
る
も
の

（
３
）
次
に
掲
げ
る
虐
待
（
①
人
の
身
体
に
外
傷
が
生
じ
、
又
は
生
ず
る
お
そ
れ
の
あ
る
暴

行
を
加
え
る
こ
と
、
②
人
に
そ
の
意
に
反
し
て
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
す
る
こ
と
又
は
人

を
し
て
そ
の
意
に
反
し
て
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
さ
せ
る
こ
と
、
③
人
の
生
命
又
は
身
体

を
保
護
す
る
責
任
を
負
う
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
保
護
を
著
し
く
怠
り
、
そ
の
生
命
又

は
身
体
の
安
全
を
害
す
る
こ
と
又
は
④
人
に
著
し
い
心
理
的
外
傷
を
与
え
る
言
動
を

す
る
こ
と
を
い
う
。
）

ア
公
権
力
の
行
使
に
当
た
る
公
務
員
に
よ
る
虐
待

イ
社
会
福
祉
施
設
、
医
療
施
設
等
を
管
理
す
る
者
又
は
そ
の
職
員
等
に
よ
る
虐
待

ウ
学
校
等
を
管
理
す
る
者
又
は
そ
の
職
員
等
に
よ
る
虐
待

＝
児
童
に
対
す
る
虐
待

オ
配
偶
者
に
対
す
る
虐
待

力
同
居
の
高
齢
者
・
障
害
者
等
に
対
す
る
虐
待

（
４
）
報
道
機
関
等
（
放
送
機
関
、
新
聞
社
、
通
信
社
そ
の
他
の
報
道
機
関
又
は
報
道
機
関

の
報
道
若
し
く
は
そ
の
取
材
の
業
務
に
従
事
す
る
者
を
い
う
｡
）
が
す
る
次
に
掲
げ
る

人
権
侵
害
。
た
だ
し
、
こ
れ
ら
の
人
権
侵
害
に
つ
い
て
、
調
査
を
行
い
、
又
は
措
置
を

講
ず
る
に
当
た
っ
て
は
、
報
道
又
は
取
材
の
自
由
そ
の
他
の
表
現
の
自
由
の
保
障
に
十

分
に
配
慮
す
る
と
と
も
に
報
道
機
関
等
に
よ
る
自
主
的
な
解
決
に
向
け
た
取
組
を
尊

重
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。

ア
特
定
の
者
を
次
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
と
し
て
報
道
す
る
に
当
た
り
、
そ
の
者
の
私
生

活
に
関
す
る
事
実
を
み
だ
り
に
報
道
し
、
そ
の
者
の
名
誉
又
は
生
活
の
平
穏
を
著
し
く

害
す
る
こ
と
。

（
ア
）
犯
罪
行
為
に
よ
る
被
害
者

（
イ
）
犯
罪
行
為
を
行
っ
た
少
年

（
ウ
）
犯
罪
行
為
に
よ
る
被
害
者
又
は
犯
行
行
為
を
行
っ
た
者
の
配
偶
者
、
直
系
若

し
く
は
同
居
の
親
族
又
は
兄
弟
姉
妹

イ
特
定
の
者
を
ア
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
と
し
て
取
材
す
る
に
当
た
り
、
そ
の
者
が
取
材

を
拒
ん
で
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
者
に
対
し
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
行

為
を
継
続
的
に
又
は
反
復
し
て
行
い
、
そ
の
者
の
生
活
の
平
穏
を
著
し
く
害
す
る
こ

と
。 （
ア
）
つ
き
ま
と
い
、
待
ち
伏
せ
し
、
進
路
に
立
ち
ふ
さ
が
り
、
住
居
、
勤
務
先
、

必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
三
十
九
条
関
係
)
。

２
一
般
救
済

人
権
委
員
会
は
、
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
の
救
済
又
は
予
防
を
図
る
た
め
必
､
要
が
あ
る
と
認
め

る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
措
置
等
を
講
ず
る
こ
と
か
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
四
十
一
条
関
係
)
。

（
－
）
被
害
者
等
に
対
す
る
助
言
、
関
係
行
政
機
関
等
へ
の
紹
介
、
法
律
扶
助
に
関
す
る
あ
っ

せ
ん
そ
の
他
の
援
助

（
二
）
加
害
者
等
に
対
す
る
説
示
、
啓
発
そ
の
他
の
指
導

（
三
）
被
害
者
等
と
加
害
者
等
と
の
関
係
の
調
整

特
別
救
済
手
続

１
通
則

（
－
）
不
当
な
差
別
、
虐
待
等
に
対
す
る
救
済
措
置

人
権
委
員
会
は
、
次
に
掲
げ
る
人
権
侵
害
に
つ
い
て
は
、
一
般
救
済
（
二
２
）
の
ほ
か
、

２
か
ら
４
ま
で
（
調
停
及
び
仲
裁
、
勧
告
及
び
そ
の
公
表
並
び
に
訴
訟
援
助
）
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。

莞
ヨ
ー
素
臣
圭
誤
圏
一
拳
竺
討
E
曇
ニ
ー
ー
且
二
茎
劃
動
当
員

｝ 

Ｌ 

’’’ 

’一一

○
す
べ
て
の
人
権
問
題
を
人
権
委
員

会
に
委
ね
る
べ
き
で
あ
る
。

（
第
四
十
二
条
関
係
)
。

(
１
）
第
一
の
三
１
（
－
）
の
不
当
な
差
別
的
取
扱
い

(
２
）
第
一
の
三
１
（
二
）
の
不
当
な
差
別
的
言
動
等
で
あ
っ
て
、
相
手
方
を
畏
怖
さ
せ
、

困
惑
さ
せ
、
又
は
著
し
く
不
快
に
さ
せ
る
も
の

(
３
）
次
に
掲
げ
る
虐
待
（
①
人
の
身
体
に
外
傷
が
生
じ
、
又
は
生
ず
る
お
そ
れ
の
あ
る
暴

行
を
加
え
る
こ
と
、
②
人
に
そ
の
意
に
反
し
て
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
す
る
こ
と
又
は
人

を
し
て
そ
の
意
に
反
し
て
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
さ
せ
る
こ
と
、
③
人
の
生
命
又
は
身
体

を
保
護
す
る
責
任
を
負
う
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
保
護
を
著
し
く
怠
り
、
そ
の
生
命
又

は
身
体
の
安
全
を
害
す
る
こ
と
又
は
④
人
に
著
し
い
心
理
的
外
傷
を
与
え
る
言
動
を

す
る
こ
と
を
い
う
。
）

ア
公
権
力
の
行
使
に
当
た
る
公
務
員
に
よ
る
虐
待

イ
社
会
福
祉
施
設
、
医
療
施
設
等
を
管
理
す
る
者
又
は
そ
の
職
員
等
に
よ
る
虐
待

ウ
学
校
等
を
管
理
す
る
者
又
は
そ
の
職
員
等
に
よ
る
虐
待

エ
児
童
に
対
す
る
虐
待

オ
配
偶
者
に
対
す
る
虐
待

力
同
居
の
高
齢
者
・
障
害
者
等
に
対
す
る
虐
待

－国』Ｉ

①
￣
正
〒
マ
ー
〆
￣
●
、
◆̄
 

○
メ
デ
ィ
ア
に
よ
る
人
権
侵
害
に
つ

い
て
は
、
メ
デ
ィ
ア
側
の
自
主
的
な

救
済
策
に
委
ね
る
べ
き
で
あ
る
。

￣
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１画いＩ

学
校
そ
の
他
そ
の
通
常
所
在
す
る
場
所
の
付
近
に
お
い
て
見
張
り
を
し
、
又
は

こ
れ
ら
の
場
所
に
押
し
掛
け
る
こ
と
。

(
イ
）
電
話
を
か
け
、
又
は
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
装
置
を
用
い
て
送
信
す
る
こ
と
。

(
５
）
（
１
）
か
ら
（
４
）
ま
で
の
人
権
侵
害
に
準
ず
る
人
権
侵
害
で
あ
っ
て
、
そ
の
被
害

者
の
置
か
れ
て
い
る
状
況
等
に
か
ん
が
み
、
当
該
被
害
者
が
自
ら
そ
の
排
除
又
は
被
害

の
回
復
の
た
め
の
適
切
な
措
置
を
執
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の

(
二
）
差
別
助
長
行
為
等
に
対
す
る
救
済
措
置

人
権
委
員
会
は
、
差
別
助
長
行
為
等
（
第
一
の
二
２
）
で
あ
っ
て
こ
れ
を
放
置
す
れ
ば

不
当
な
差
別
的
取
扱
い
が
行
わ
れ
る
お
そ
れ
が
明
ら
か
な
も
の
に
つ
い
て
は
、
一
般
救
済

(
二
２
）
の
ほ
か
、
５
の
停
止
の
勧
告
等
又
は
差
止
請
求
訴
訟
の
措
置
を
讃
ず
る
こ
と
が

で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
四
十
三
条
関
係
)
。

(
三
）
特
別
調
査

人
権
委
員
会
は
、
（
－
）
の
（
１
）
か
ら
（
３
）
ま
で
の
人
権
侵
害
（
不
当
な
差
別
的

取
扱
い
、
不
当
な
差
別
的
言
動
等
又
は
虐
待
。
た
だ
し
、
第
五
の
－
１
及
び
二
１
の
労
働

分
野
に
お
け
る
人
権
侵
害
を
除
く
。
）
又
は
（
二
）
の
差
別
助
長
行
為
等
に
つ
い
て
必
要

な
調
査
を
す
る
た
め
、
次
に
掲
げ
る
処
分
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
四
十

四
条
関
係
)
。

(
１
）
事
件
の
関
係
者
に
対
す
る
出
頭
要
求
・
質
問

(
２
）
当
該
人
権
侵
害
等
に
関
係
の
あ
る
文
書
そ
の
他
の
物
件
の
提
出
要
求

(
３
）
当
該
人
権
侵
害
等
が
現
に
行
わ
れ
、
又
は
行
わ
れ
た
疑
い
が
あ
る
と
認
め
る
場
所
の

立
入
検
査

２
調
停
及
び
仲
裁

人
権
委
員
会
は
、
次
の
と
お
り
、
特
別
人
権
侵
害
（
１
（
－
）
の
人
権
侵
害
か
ら
第
五
の
－
１

及
び
二
１
の
労
働
分
野
に
お
け
る
人
権
侵
害
を
除
い
た
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
｡
）
に
係
る
事

件
に
つ
い
て
、
調
停
又
は
仲
裁
の
申
請
を
受
理
し
、
調
停
委
員
会
又
は
仲
裁
委
員
会
を
設
け
て
、

こ
れ
に
調
停
又
は
仲
裁
を
行
わ
せ
る
も
の
と
す
る
（
第
四
十
五
条
関
係
)
。

(
－
）
調
停
又
は
仲
裁
の
開
始

特
別
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
に
つ
い
て
、
当
事
者
の
一
方
又
は
双
方
は
、
人
権
委
員
会

に
対
し
、
調
停
又
は
仲
裁
の
申
請
を
す
る
こ
と
が
で
き
、
人
権
委
員
会
は
、
相
当
と
認
め

る
と
き
は
、
職
権
で
、
特
別
人
権
侵
害
に
係
る
事
件
を
調
停
に
付
す
る
こ
と
も
で
き
る
も

の
と
す
る
（
第
四
十
六
条
及
び
第
四
十
七
条
関
係
)
。

(
二
）
人
権
調
整
委
員

(
１
）
人
権
委
員
会
に
、
そ
の
行
う
調
停
及
び
仲
裁
に
参
与
さ
せ
る
た
め
、
人
権
調
整
委
員

を
置
き
、
人
権
調
整
委
員
は
、
人
権
委
員
会
が
任
命
す
る
も
の
と
す
る
（
第
四
十
八
条

第
一
項
及
び
第
二
項
関
係
)
。

(
２
）
人
権
調
整
委
員
の
任
期
は
三
年
と
し
、
人
権
調
整
委
員
は
非
常
勤
と
す
る
も
の
と
す

る
（
第
四
十
八
条
第
三
項
及
び
第
五
項
関
係
)
。

(
三
）
調
停
委
員
会
及
び
仲
裁
委
員
会

(
１
）
調
停
及
び
仲
裁
は
、
人
権
委
員
会
の
委
員
長
若
し
く
は
委
員
又
は
人
権
調
整
委
員
の

う
ち
か
ら
、
事
件
ご
と
に
、
人
権
委
員
会
の
委
員
長
が
指
名
す
る
三
人
の
委
員
で
組
織

す
る
調
停
委
員
会
及
び
仲
裁
委
員
会
で
行
う
も
の
と
す
る
（
第
五
十
条
第
一
項
及
び
第

五
十
七
条
第
一
項
関
係
)
。

(
２
）
調
停
委
員
及
び
仲
裁
委
員
の
う
ち
少
な
く
と
も
－
人
は
、
弁
護
士
と
な
る
資
格
を
有

す
る
者
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
（
第
五
十
条
第
二
項
及
び
第
五
十
七
条
第

二
項
関
係
)
。

(
四
）
調
停
委
員
会
に
よ
る
意
見
聴
取

調
停
委
員
会
は
、
調
停
の
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
事
者
の
出
頭
を
求

○
差
別
的
な
身
元
調
査
に
対
す
る
救

済
措
置
を
明
確
に
す
る
必
要
が
あ

る
。

○
す
べ
て
の
人
権
問
題
を
人
権
委
員

会
に
委
ね
る
べ
き
で
あ
る
。

○
す
べ
て
の
人
権
問
題
を
人
権
委
員

会
に
委
ね
る
べ
き
で
あ
る
。
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（
４
）
（
１
）
か
ら
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L
ま
で
の
人
権
侵
害
に
準
ず
る
人
権
侵
害
で
あ
っ
て
、
そ
の
被
害

者
の
置
か
れ
て
い
る
状
況
等
に
か
ん
が
み
、
当
該
被
害
者
が
自
ら
そ
の
排
除
又
は
被
害

の
回
復
の
た
め
の
適
切
な
措
置
を
執
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の

(
二
）
差
別
助
長
行
為
等
に
対
す
る
救
済
措
置

人
権
委
員
会
は
、
差
別
助
長
行
為
等
（
第
一
の
三
１
，
２
（
一
）
（
二
)
）
で
あ
っ
て
こ

れ
を
放
置
す
れ
ば
不
当
な
差
別
的
取
扱
い
が
行
わ
れ
る
お
そ
れ
が
明
ら
か
な
も
の
、
あ
る

い
は
差
別
助
長
行
為
等
（
第
一
の
三
２
（
三
)
）
で
あ
っ
て
こ
れ
を
放
置
す
れ
ば
当
該
不

当
な
差
別
的
取
扱
い
を
す
る
こ
と
を
助
長
し
、
又
は
誘
発
す
る
お
そ
れ
が
明
ら
か
な
も
の

に
つ
い
て
は
、
一
般
救
済
（
二
２
）
の
ほ
か
、
５
の
停
止
の
勧
告
等
又
は
差
止
請
求
訴
訟

の
措
置
を
讃
ず
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
四
十
三
条
関
係
)
。

(
三
）
特
別
調
査

人
権
委
員
会
は
、
（
－
）
の
（
１
）
か
ら
（
３
）
ま
で
の
人
権
侵
害
（
不
当
な
差
別
的

取
扱
い
、
不
当
な
差
別
的
言
動
等
又
は
虐
待
。
垂
雲
奏
ヨ
ー
第
毫
ｊ
Ｇ
－
圭
及
ﾖ
ﾋ
ﾞ
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皀
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を
争
除
善
く
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ず
）
又
は
（
二
）
の
差
別
助
長
行
為
等
に
つ
い
て
必
要

な
調
査
を
す
る
た
め
、
次
に
掲
げ
る
処
分
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
四
十

四
条
関
係
)
。

(
１
）
事
件
の
関
係
者
に
対
す
る
出
頭
要
求
・
質
問

(
２
）
当
該
人
権
侵
害
等
に
関
係
の
あ
る
文
書
そ
の
他
の
物
件
の
提
出
要
求

(
３
）
当
該
人
権
侵
害
等
が
現
に
行
わ
れ
、
又
は
行
わ
れ
た
疑
い
が
あ
る
と
認
め
る
場
所
の

立
入
検
査

２
調
停
及
び
仲
裁

人
権
委
員
会
は
、
次
の
と
お
り
、
特
別
人
権
侵
害
-
<
=
』
彗
一
鐸
塵
杉
時
権
侵
望
書
李
ら
第
墨
週
５
－
参

蕊
E
農
三
一
９
９
掌
鋼
i
会
圖
鴎
墨
鍔
J
巴
畠
謁
彊
侵
尋
を
÷
i
i
圏
－
堯
些
ﾃ
ﾞ
区
睾
學
－
;
斜
ら
農
区
同
宅
子
坐
に
係
る
事

件
に
つ
い
て
、
調
停
又
は
仲
裁
の
申
請
を
受
理
し
、
調
停
委
員
会
又
は
仲
裁
委
員
会
を
設
け
て
、

こ
れ
に
調
停
又
は
仲
裁
を
行
わ
せ
る
も
の
と
す
る
（
第
四
十
五
条
関
係
）

(
－
）
調
停
又
は
仲
裁
の
開
始

｡
 

特
別
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
に
つ
い
て
、
当
事
者
の
一
方
又
は
双
方
は
、
人
権
委
員
会

に
対
し
、
調
停
又
は
仲
裁
の
申
請
を
す
る
こ
と
が
で
き
、
人
権
委
員
会
は
、
相
当
と
認
め

る
と
き
は
、
職
権
で
、
特
別
人
権
侵
害
に
係
る
事
件
を
調
停
に
付
す
る
こ
と
も
で
き
る
も

の
と
す
る
（
第
四
十
六
条
及
び
第
四
十
七
条
関
係
)
。

(
二
）
人
権
調
整
委
員

(
１
）
人
権
委
員
会
に
、
そ
の
行
う
調
停
及
び
仲
裁
に
参
与
さ
せ
る
た
め
、
人
権
調
整
委
員

を
置
き
、
人
権
調
整
委
員
は
、
人
権
委
員
会
が
任
命
す
る
も
の
と
す
る
（
第
四
十
八
条

第
一
項
及
び
第
二
項
関
係
)
。

(
２
）
人
権
調
整
委
員
の
任
期
は
三
年
と
し
、
人
権
調
整
委
員
は
非
常
勤
と
す
る
も
の
と
す

る
（
第
四
十
八
条
第
三
項
及
び
第
五
項
関
係
)
。

(
三
）
調
停
委
員
会
及
び
仲
裁
委
員
会

(
１
）
調
停
及
び
仲
裁
は
、
人
権
委
員
会
の
委
員
長
若
し
く
は
委
員
又
は
人
権
調
整
委
員
の

う
ち
か
ら
、
事
件
ご
と
に
、
人
権
委
員
会
の
委
員
長
が
指
名
す
る
三
人
の
委
員
で
組
織

す
る
調
停
委
員
会
及
び
仲
裁
委
員
会
で
行
う
も
の
と
す
る
（
第
五
十
条
第
一
項
及
び
第

五
十
七
条
第
一
項
関
係
)
。

(
２
）
調
停
委
員
及
び
仲
裁
委
員
の
う
ち
少
な
く
と
も
－
人
は
、
弁
護
士
と
な
る
資
格
を
有

す
る
者
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
（
第
五
十
条
第
二
項
及
び
第
五
十
七
条
第

二
項
関
係
)
。

(
四
）
調
停
委
員
会
に
よ
る
意
見
聴
取

調
停
委
員
会
は
、
調
停
の
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
事
者
の
出
頭
を
求



め
、
そ
の
意
見
を
聴
く
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
五
十
一
条
関
係
)
。

３
勧
告
及
び
そ
の
公
表

（
－
）
勧
告

人
権
委
員
会
は
、
特
別
人
権
侵
害
が
現
に
行
わ
れ
、
又
は
現
に
行
わ
れ
た
と
認
め
る
場

合
に
お
い
て
、
当
該
特
別
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
の
救
済
又
は
予
防
の
た
め
必
要
が
あ
る

と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
行
為
を
し
た
者
に
対
し
、
理
由
を
付
し
て
、
当
該
行
為
の
停
止

等
そ
の
他
被
害
の
救
済
又
は
予
防
に
必
要
な
措
置
を
執
る
べ
き
こ
と
を
勧
告
す
る
こ
と

が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
六
十
条
関
係
)
。

（
二
）
勧
告
の
公
表

人
権
委
員
会
は
、
（
－
）
の
勧
告
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
勧
告
を
受
け
た
者
が

￣
 

こ
れ
に
従
わ
な
い
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
当
該
勧
告
の
内
容
を
公
表
す
る
こ
と
が
で
き
る

も
の
と
す
る
（
第
六
十
一
条
関
係
)
。

４
訴
訟
援
助

（
－
）
資
料
の
閲
覧
及
び
膳
抄
本
の
交
付

人
権
委
員
会
は
、
３
（
－
）
の
勧
告
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
特
別
人
権
侵
害
の
被
害

者
若
し
く
は
そ
の
法
定
代
理
人
又
は
こ
れ
ら
の
者
か
ら
委
託
を
受
け
た
弁
護
士
か
ら
申

出
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
被
害
者
の
権
利
の
行
使
の
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
そ

の
他
正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
関
係
者
の
権
利
利
益
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮

し
て
相
当
と
認
め
る
と
き
は
、
人
権
委
員
会
が
保
有
す
る
当
該
特
別
人
権
侵
害
に
関
す
る

資
料
を
当
該
申
出
を
し
た
者
に
閲
覧
さ
せ
、
又
は
そ
の
騰
抄
本
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き

る
も
の
と
す
る
（
第
六
十
二
条
関
係
)
。

（
二
）
人
権
委
員
会
の
訴
訟
参
加

人
権
委
員
会
は
、
３
（
－
）
に
よ
る
勧
告
が
さ
れ
た
場
合
.
(
第
五
の
－
４
又
は
二
４
に

よ
る
勧
告
が
さ
れ
た
場
合
を
含
む
｡
）
に
お
い
て
、
当
該
勧
告
に
係
る
人
権
侵
害
の
内
容
、

性
質
そ
の
他
の
事
情
に
か
ん
が
み
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
人
権
侵
害
に
関

す
る
請
求
に
係
る
訴
訟
に
参
加
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
六
十
三
条
関
係
)
。

５
差
別
助
長
行
為
等
の
差
止
め
等

（
－
）
差
別
助
長
行
為
等
の
停
止
の
勧
告
等

人
権
委
員
会
は
、
１
（
二
）
の
差
別
助
長
行
為
等
が
現
に
行
わ
れ
、
又
は
行
わ
れ
た
と

認
め
る
と
き
は
、
当
該
行
為
を
し
た
者
に
対
し
、
理
由
を
付
し
て
、
当
該
行
為
の
停
止
等

を
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
六
十
四
条
関
係
)
。

（
二
）
差
別
助
長
行
為
等
の
差
止
請
求
訴
訟

人
権
委
員
会
は
、
１
（
二
）
の
差
別
助
長
行
為
等
を
し
た
者
に
対
し
、
（
－
）
に
よ
る

勧
告
を
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
者
が
こ
れ
に
従
わ
な
い
場
合
に
お
い
て
、
当
該
不

当
な
差
別
的
取
扱
い
を
防
止
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
者
に
対

し
、
当
該
行
為
の
停
止
等
を
請
求
す
る
訴
訟
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る

（
第
六
十
五
条
関
係
)
。

め
、
そ
の
意
見
を
聴
く
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
五
十
一
条
関
係
)
。

３
勧
告
及
び
そ
の
公
表

（
－
）
勧
告

人
権
委
員
会
は
、
特
別
人
権
侵
害
が
現
に
行
わ
れ
、
又
は
現
に
行
わ
れ
た
と
認
め
る
場

合
に
お
い
て
、
当
該
特
別
人
権
侵
害
に
よ
る
被
害
の
救
済
又
は
予
防
の
た
め
必
要
が
あ
る

と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
行
為
を
し
た
者
に
対
し
、
理
由
を
付
し
て
、
当
該
行
為
の
停
止

等
そ
の
他
被
害
の
救
済
又
は
予
防
に
必
要
な
措
置
を
執
る
べ
き
こ
と
を
勧
告
す
る
こ
と

が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
六
十
条
関
係
)
。

（
二
）
勧
告
の
公
表

人
権
委
員
会
は
、
（
－
）
の
勧
告
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
勧
告
を
受
け
た
者
が

こ
れ
に
従
わ
な
い
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
当
該
勧
告
の
内
容
を
公
表
す
る
こ
と
が
で
き
る

も
の
と
す
る
（
第
六
十
一
条
関
係
)
。

４
訴
訟
援
助

（
－
）
資
料
の
閲
覧
及
び
膳
抄
本
の
交
付

人
権
委
員
会
は
、
３
（
－
）
の
勧
告
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
特
別
人
権
侵
害
の
被
害

者
若
し
く
は
そ
の
法
定
代
理
人
又
は
こ
れ
ら
の
者
か
ら
委
託
を
受
け
た
弁
護
士
か
ら
申

出
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
被
害
者
の
権
利
の
行
使
の
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
そ

の
他
正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
関
係
者
の
権
利
利
益
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮

し
て
相
当
と
認
め
る
と
き
は
、
人
権
委
員
会
が
保
有
す
る
当
該
特
別
人
権
侵
害
に
関
す
る

資
料
を
当
該
申
出
を
し
た
者
に
閲
覧
さ
せ
、
又
は
そ
の
騰
抄
本
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き

る
も
の
と
す
る
（
第
六
十
二
条
関
係
)
。

（
二
）
人
権
委
員
会
の
訴
訟
参
加

人
権
委
員
会
は
、
３
（
－
）
に
よ
る
勧
告
が
さ
れ
た
場
合

に
お
い
て
、
当
該
勧
告
に
係
る
人
権
侵
害
の
内
容
、

画一

性
質
そ
の
他
の
事
情
に
か
ん
が
み
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
人
権
侵
害
に
関

す
る
請
求
に
係
る
訴
訟
に
参
加
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
六
十
三
条
関
係
)
。

５
差
別
助
長
行
為
等
の
差
止
め
等

（
－
）
差
別
助
長
行
為
等
の
停
止
の
勧
告
等

人
権
委
員
会
は
、
１
（
二
）
の
差
別
助
長
行
為
等
が
現
に
行
わ
れ
、
又
は
行
わ
れ
た
と

認
め
る
と
き
は
、
当
該
行
為
を
し
た
者
に
対
し
、
理
由
を
付
し
て
、
当
該
行
為
の
停
止
等

を
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
六
十
四
条
関
係
)
。

（
二
）
差
別
助
長
行
為
等
の
差
止
請
求
訴
訟

人
権
委
員
会
は
、
１
（
二
）
の
差
別
助
長
行
為
等
を
し
た
者
に
対
し
、
（
－
）
に
よ
る

勧
告
を
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
者
が
こ
れ
に
従
わ
な
い
場
合
に
お
い
て
、
当
該
不

当
な
差
別
的
取
扱
い
を
防
止
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
者
に
対

し
、
当
該
行
為
の
停
止
等
を
請
求
す
る
訴
訟
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る

（
第
六
十
五
条
関
係
)
。

○
す
べ
て
の
人
権
問
題
を
人
権
委
員

会
に
委
ね
る
べ
き
で
あ
る
。

第
五
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
及
び
船
員
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
関
す
る
特
例

一
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
関
す
る
特
例

１
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
対
す
る
救
済
措
置

厚
生
労
働
大
臣
は
、
次
に
掲
げ
る
人
権
侵
害
（
以
下
「
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
」
と
い
う
｡
）

に
つ
い
て
は
、
２
か
ら
４
ま
で
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
六
十
六
条
関

係
)
。

（
－
）
事
業
主
が
、
労
働
者
（
船
員
を
除
く
。
）
の
採
用
又
は
労
働
条
件
そ
の
他
労
働
関
係
に

関
す
る
事
項
に
つ
い
て
人
種
等
を
理
由
と
し
て
す
る
不
当
な
差
別
的
取
扱
い

（
二
）
労
働
者
に
対
し
、
そ
の
職
場
に
お
い
て
、
第
四
の
三
１
（
－
）
（
２
）
の
不
当
な
差
別

的
言
動
等
を
す
る
こ
と
。

○
す
べ
て
の
人
権
問
題
を
人
権
委
員

会
に
委
ね
る
べ
き
で
あ
る
。
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２
相
談
、
一
般
調
査
、
一
般
救
済
等
及
び
特
別
調
査

厚
生
労
働
大
臣
は
、
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
つ
い
て
、
相
談
、
一
般
調
査
、
一
般
救
済
等

及
び
特
別
調
査
を
行
う
も
の
と
す
る
（
第
六
十
九
条
及
び
第
七
十
条
関
係
)
。

３
調
停
及
び
仲
裁

厚
生
労
働
大
臣
は
、
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
係
る
事
件
に
つ
い
て
、
調
停
又
は
仲
裁
の
申

請
を
受
理
し
、
個
別
労
働
関
係
紛
争
の
解
決
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る

紛
争
調
整
委
員
会
に
調
停
又
は
仲
裁
を
行
わ
せ
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
紛
争
調

整
委
員
会
に
よ
る
調
停
又
は
仲
裁
は
、
調
停
委
員
会
又
は
仲
裁
委
員
会
を
設
け
て
行
う
も
の
と
す

る
（
第
七
十
一
条
関
係
)
。

４
勧
告
及
び
そ
の
公
表
並
び
に
資
料
の
閲
覧
及
び
膳
抄
本
の
交
付
等

厚
生
労
働
大
臣
は
、
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
つ
い
て
、
勧
告
及
び
そ
の
公
表
並
び
に
資
料

の
閲
覧
及
び
膳
抄
本
の
交
付
等
を
行
う
も
の
と
す
る
（
第
七
十
二
条
及
び
第
七
十
三
条
関
係
)
。

船
員
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
関
す
る
特
例

１
船
員
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
対
す
る
救
済
措
置

国
士
交
通
大
臣
は
、
次
に
掲
げ
る
人
権
侵
害
（
以
下
「
船
員
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
」
と
い

う
。
）
に
つ
い
て
は
、
２
か
ら
４
ま
で
の
措
置
を
讃
ず
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
七
十

五
条
関
係
)
。

（
－
）
事
業
主
が
、
船
員
の
採
用
又
は
労
働
条
件
そ
の
他
労
働
関
係
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

人
種
等
を
理
由
と
し
て
す
る
不
当
な
差
別
的
取
扱
い
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（
二
）
船
員
に
対
し
、
そ
の
職
場
に
お
い
て
、
第
四
の
三
１
（
－
）
（
２
）
の
不
当
な
差
別
的

言
動
等
を
す
る
こ
と
。

２
相
談
、
一
般
調
査
、
一
般
救
済
等
及
び
特
別
調
査

国
土
交
通
大
臣
は
、
船
員
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
つ
い
て
、
相
談
、
一
般
調
査
、
一
般
救

済
等
及
び
特
別
調
査
を
行
う
も
の
と
す
る
（
第
七
十
五
条
及
び
第
七
十
六
条
関
係
)
。

３
調
停
及
び
仲
裁

国
士
交
通
大
臣
は
、
船
員
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
係
る
事
件
に
つ
い
て
、
調
停
又
は
仲
裁

の
申
請
を
受
理
し
、
船
員
地
方
労
働
委
員
会
に
調
停
又
は
仲
裁
を
行
わ
せ
る
も
の
と
す
る
。
こ
の

場
合
に
お
い
て
、
船
員
地
方
労
働
委
員
会
に
よ
る
調
停
又
は
仲
裁
は
、
調
停
委
員
会
又
は
仲
裁
委

員
会
を
設
け
て
行
う
も
の
と
す
る
（
第
七
十
七
条
関
係
)
。

４
勧
告
及
び
そ
の
公
表
並
び
に
資
料
の
閲
覧
及
び
膳
抄
本
の
交
付
等

国
士
交
通
大
臣
は
、
船
員
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
つ
い
て
、
勧
告
及
び
そ
の
公
表
並
び
に

資
料
の
閲
覧
及
び
騰
抄
本
の
交
付
等
を
行
う
も
の
と
す
る
（
第
七
十
八
条
及
び
第
七
十
九
条
関

係
)
。

公
務
員
に
関
す
る
適
用
除
外

労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
及
び
船
員
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害
に
関
す
る
特
例
を
定
め
る
－
及

び
こ
の
規
定
は
、
国
家
公
務
員
及
び
地
方
公
務
員
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
も
の
と
す
る
。
た
だ

し
、
現
業
職
員
の
勤
務
条
件
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
の
人
権
侵
害
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
も
の
と
す
る
（
第
八
十
一
条
関
係
)
。
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第
六
補
則

１
人
権
相
互
の
関
係
に
対
す
る
配
慮

こ
の
法
律
の
適
用
に
当
た
っ
て
は
、
救
済
の
対
象
と
な
る
者
の
人
権
と
他
の
者
の
人
権
と
の
関

係
に
十
分
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
（
第
八
十
二
条
関
係
)
。

２
不
利
益
取
扱
い
の
禁
止

何
人
も
、
人
権
救
済
の
申
出
等
を
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
不
利
益
な
取
扱
い
を
受
け
な
い

も
の
と
す
る
（
第
八
十
四
条
関
係
)
。

３
規
則
制
定
権

人
権
委
員
会
は
、
そ
の
内
部
規
律
、
人
権
救
済
手
続
そ
の
他
所
掌
事
務
に
関
し
必
要
な
事
項
に

つ
い
て
人
権
委
員
会
規
則
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
八
十
五
条
関
係
)
。

第
六
補
則

１
人
権
相
互
の
関
係
に
対
す
る
配
慮

こ
の
法
律
の
適
用
に
当
た
っ
て
は
、
救
済
の
対
象
と
な
る
者
の
人
権
と
他
の
者
の
人
権
と
の
関

係
に
十
分
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
（
第
八
十
二
条
関
係
)
。
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四①

第
七
罰
則

罰
則
と
し
て
、
次
の
も
の
を
設
け
る
も
の
と
す
る
。

１
人
権
委
員
会
の
委
員
長
又
は
委
員
が
守
秘
義
務
に
違
反
し
て
秘
密
を
漏
ら
し
た
場
合
の
刑
罰

（
第
八
十
七
条
関
係
）

２
正
当
な
理
由
な
く
、
特
別
調
査
に
係
る
処
分
に
違
反
し
た
者
及
び
調
停
委
員
会
の
出
頭
の
求
め

に
応
じ
な
か
っ
た
者
に
対
す
る
過
料
の
制
裁
（
第
八
十
八
条
関
係
）

第
八
施
行
期
日
等

１
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
平
成
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
同
年
七
月
三
十
一
日
ま
で
の
範
囲
内
に
お
い
て
政

令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
す
る
（
附
則
第
一
条
関
係
)
。

２
人
権
擁
護
委
員
法
の
廃
止
等
及
び
同
法
の
廃
止
に
伴
う
所
要
の
整
備
（
附
則
第
二
条
及
び
第
五

条
関
係
）

､
－
 

－
 

３
人
権
委
員
会
の
委
員
長
及
び
委
員
の
任
命
に
関
す
る
経
過
措
置
（
附
則
第
三
条
関
係
）

４
特
別
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

人
権
委
員
会
の
委
員
長
及
び
委
員
の
給
与
に
関
す
る
所
要
の
改
正
（
附
則
第
四
条
関
係
）

５
国
家
行
政
組
織
法
の
一
部
改
正

人
権
委
員
会
の
設
置
に
伴
う
所
要
の
改
正
（
附
則
第
六
条
関
係
）

６
法
務
省
設
置
法
の
一
部
改
正

人
権
委
員
会
の
設
置
等
に
伴
う
所
要
の
改
正
（
附
則
第
七
条
関
係
）

７
国
土
交
通
省
設
置
法
の
一
部
改
正

船
員
地
方
労
働
委
員
会
の
所
掌
事
務
に
こ
の
法
律
に
基
づ
く
船
員
労
働
関
係
特
別
人
権
侵
害

に
係
る
事
件
の
調
停
及
び
仲
裁
を
加
え
る
所
要
の
改
正
（
附
則
第
八
条
関
係
）

必
要
が
あ
る
。

○
人
権
委
員
会
の
活
動
内
容
や
申
出

の
手
続
き
な
ど
を
周
知
す
る
必
要

が
あ
る
。

○
す
べ
て
の
人
権
問
題
を
人
権
委
員

会
に
委
ね
る
べ
き
で
あ
る
。

○
中
央
の
人
権
委
員
会
を
内
閣
府
に

設
置
す
る
べ
き
で
あ
る
。

○
地
域
で
生
じ
る
人
権
問
題
を
効
果

的
に
解
決
す
る
た
め
、
都
道
府
県
ご

と
に
人
権
委
員
会
を
設
置
す
る
べ

き
で
あ
る
。

３
規
則
制
定
権

人
権
委
員
会
は
、
そ
の
内
部
規
律
、
人
権
救
済
手
続
そ
の
他
所
掌
事
務
に
関
し
必
､
要
な
事
項
に

つ
い
て
人
権
委
員
会
規
則
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
（
第
八
十
五
条
関
係
)
。

４
広
報

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
適
切
な
広
報
措
置
を
濃
じ
て
．
こ
の
潅
律
の
周
知
身
画
ろ
＃
､
の
し
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資料１

｢同対審答申」の規制。救済に関する提言

５人権問題に関する対策

（１）基本的方針

日本国憲法は、人種、信条、性別､'社会的身分又は門地により、政治的、
経済的、又は社会的関係において差別されないことを基本的人権の一つとして

保障し、立法その他の国政の上でこれを最大に尊重すべき旨を宣言している。
しかし、審議会による調査の結果は、地区住民の多くが、「就職に際して」
「職業上のつきあい、待遇に関して」「結婚に際して」あるいは、「近所づき
あい、または、学校を通じてのつきあいに関して」差別を受けた経験をもって

いることが明らかにされた。しかも、このような差別をうけた場合に、司法的

もしくは行政的擁護をうけようとしても、その道は＋分に保障されていない。
もし、国家や公共団体が差別的な法令を制定し、あるいは差別的な行政措

置をとった場合には、憲法第１４条違反として直ちに無効とされるであろう。

しかし、私人については差別的行為があっても、労働基準法や、その他の労働

関係法のように特別の規定のある場合を除いては、「差別」それ自体を直接規
制することができない。

「差別事象」に対する法的規制が不＋分であるため、「差別」の実態およ

びそれが被差別者に与える影響についての一般の認識も稀薄となり、「差別」
それ自体が重大な社会悪であることを看過する結果となっている。

Ａ人権擁護制度組織の確立

基本的人権の擁護を法務省の－内局である人権擁護局の所管事務とし、し

かも民事行政を主掌する法務局および地方法務局に現場事務を取扱わせている

現在の機構は再検討する必要がある。戸籍や登記事務を扱っていた者が人権擁
護の職務に配置されるという組織にも不適当なものがある。

また、基本的人権の擁護という、この広汎で重要な職務に、直接たずさわ

る職員が全国で２００名にも達せず、その予算もきわめて貧弱なことが指摘さ
れる。

Ｂ人権擁護委員の推薦手続きや配置されている現状や人権擁護の活動状況
等からみて、その選任にはさらに適任者が適正に配置されるよういっそうの配
慮が要望される。

実費弁償金制度等についても、職能を十分にはたせるだけの費用が必要で
ある。

Ｃ同和問題に対する理解と認識

現状における担当者及び委員の同和問題についての理解と認識は必ずしも
＋分とはいえない。研修、講習等の強化によってその重要'性の把握に努力する
必要が認められる。

Ｄ人権擁護活動の積極性

人権擁護機関による擁護活動は、人権を侵害したものに対し、人権尊重に
ついて啓発して、侵害者自身の自発的な意思によって侵害行為の停止、排除、
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被害の回復等の措置をとらせることであって、人権擁護機関が直接その権限に
よって、侵害行為を停止させる措置がとれるのではない。したがって、このよ
うな方法によらざるをえない現状ではとくに担当者及び委員に差別意識を根絶
するための啓蒙活動について自覚と熱意が必要である。
（２）具体的方策

（ａ）差別事件の実態をまず把握し、差別がゆるしがたい社会悪であることを
明らかにすること。

（ｂ）差別に対する法的規制、差別から保護するための必要な立法措置を講じ、
司法的に救済する道を拡大すること。

（ｃ）人権擁護機関の活動を促進するため、根本的には人権擁護機関の位置、
組織、構成、人権擁護委員に関する事項等、国家として研究考慮し、新たに機
構の再編成をなすこと。しかし、現在の機関としても、次の対策を急がねばな
らない。

ａ担当職員の大幅な増加をはかり、重点的な配置を行なうこと。
ｂ委員委嘱制度を改正し、真にその職務にふさわしい者が選出されるよ

うにし、またその配置を重点的に行なうこと。

ｃ人権相談を活発にし、かつ実態調査につとめ、これらを通じて地区と

の接触をはかりその結果を担当職員及び委員に周知せしめる措置をとること。
その他、つねに同和問題についての認識と差別事件の正しい解決について

の熱意を養成するため研修、講習の強化に努力すること。

ｄ事件の調査にあたっては、地区周辺の住民に対する啓発啓蒙をあわせ
て行ない、不断にこれをつづけること。

ｅ以上の諸施策を行なうための十分な予算を確保、保障すること。

－２８－ 



資料２

部落解放基本法案

（目的）

第１条この法律は、部落差別が人間の尊厳を侵し、社会的に存在を許されないものであ
ることにかんがみ、法の下の平等を定め、すべての国民に基本的人権の享有を保
障する日本国憲法の理念にのっとり、部落問題の根本的かつ速やかな解決を図る
ため、国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、その施策の目標及びそ
の目標を達成するための基本となる事項を定め曲って差別のない民主社会の発展に寄与
することを目的とする。

（国及び地方公共団体の責務）

第２条国は、前条の目的を達成するため、その政策全般にわたり、必要な施策を総合的
に講ずることにより、部落問題の根本的かつ速やかな解消を図る責務を有する。
２地方公共団体は、前条の目的を達成するため、その区域内における部落問題の速や
かな解決を図る責務を有する。

３国及び地方公共団体は､部落問題を解決するための施策が円滑に実施されるよう相
互に協力しなければならない。

（国民の責務）

第３条すべての国民は、この法律の趣旨を理解して、相互に基本的人権を尊重するとと
もに、国及び地方公共団体が実施する部落問題を解決するための施策に協力する
よう努めなければならない。

（施策の目標）

第４条部落問題を解決するための施策の目標は､国民の部落問題に関する正しい認識を
確立し、部落差別事象を防止し、及び同和地区（歴史的社会的理由により生活環境等の安
定向上が阻害されている地域をいう。以下同じ｡）の関係住民の社会的経済的地位の向上
を図ることにより、同和地区の関係住民が平等の権禾Ⅱその他日本国憲法が保障する基本的
人権を享有することができる条件を確保することにあるものとする

（部落問題に関する知識の普及啓発等）

第５条国及び地方公共団体は、国民の部落問題に関する正しい認識を確立するため、教
育活動、文化活動、広報活動等を通じて、部落問題に関する知識の普及啓発及び人権思想
の普及高揚に努めなければならない。

（人権擁護活動の推進）

第６条国及び地方公共団体は、同和地区の関係住民に対する人権擁護活動の強化を図る
ため、人権擁護機関の充実、人権相談活動の推進等に努めなければならない。

（部落差別の規制等）

第７条国は、部落差別事象を防止するため、部落差別を助長する身元調査活動の規制、
雇用関係における部落差別の規制等必要な法制上の措置を講じなければならない。
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（部落差別の被害者に対する救済制度）

第８条国は、部落差別の被害者に対する救済制度を確立するため、人権委員会の設置等
必要な法制上の措置を講じなければならない。

（同和対策事業）

第９条国及び地方公共団体は､同和地区の関係住民の社会的経済的地位の向上を図るた
め、次の各号に掲げる事項に係る施策を講じなければならない。

（１）同和地区における生活環境の改善

（２）同和地区における社会福祉及び公衆衛生の向上及び増進

（３）同和地区における農林漁業及び中小企業の振興

（４）同和地区の関係住民の雇用の促進及び職業の安定

（５）同和地区の関係住民に対する学校教育及び社会教育の充実

（６）その他同和地区の関係住民の社会的経済的地位の向上を図るために必要な事項

２前項の施策は、有機的連携の下に総合的かつ計画的に策定され、及び実施されなけ

ればならない。

３政府は、第一項の施策の実施に必要な財政上の措置を講じなければならない。

（行政組織の整備）

第１０条国及び地方公共団体は、部落問題を解決するための施策を推進するための行政

組織の整備に努めなければならない。

（調査）

第１１条政府は、５年ごとに、同和地区の実態その他部落問題に関する実態を調査し、

その結果を公表しなければならない。

（報告）

第１２条政府は、毎年、国会に、部落問題を解決するために講じられた施策及び講ずべ

き施策に関する報告書を提出しなければならない。

（部落解放対策審議会）

第１３条総務庁に、部落解放対策審議会（以下「審議会」という｡）を置く。

２審議会は、内閣総理大臣又は関係大臣の諮問に応じ、部落問題に関する重要事項
を調査審議する。

ｓ審議会は寸前項に規定する事項に関し、内閣総理大臣又は関係大臣に意見を述べ
ることができる。

第１４条審議会はく委員２０人以内で組織する。

２委員は､部落問題に関し学識経験のある者のうちから､内閣総理大臣が任命する。
ｓ委員は、非常勤とする。

４前３項に定めるもののほか、審議会の組識及び運営に関し必要な事項は、政令で
定める。
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資料３

地方人権委員会に関する論点のまとめ

2003年４月16曰

部落解放同盟中央本部

1．地方人権委員会の必要性

（１）差別や人権侵害は、通常、人々が暮らす地域、通っている学校、働いている職場等で生

じることが多い。

（２）差別や人権侵害を受けた被害者が身近に相談でき、また救済を受けられる体制を整備

し、市民が利用しやすい制度がなによりも必要。

（３）２１世紀は、地方分権が軸となる世紀である。この時代の流れを踏まえることが必要。

2．地方人権委員会の設置単位

・都道府県に地方人権委員会を置く。

【理由】市区町村単位では狭すぎ、また現実的でない。

差別や人権侵害が大都市で集中して生起し、特別に救済しなければならないとい

うことでもないので政令市と都道府県の両者に人権委員会を設置する必要性はな

いｏ

3．地方人権委員会の法的地位

（１）地方自治法を改正して、５．にいう権限を付与するため、単なる諮問機関でなく、地方

自治法上のいわゆる「執行機関」とし、かつ地方労動委員会型の必置機関とする。

（２）それとともに、「人権擁護法」（案）に、委員会の構成、所掌事務、権限、運営の基本的

事項を定める。

【理由】５．にいう権限を付与するため、地方自治法上の｢執行機関｣とする必要がある。

また、全国のすべての都道府県に設置するためには、地方労働委員会型がモデル

となる。なぜなら、地方人権委員会は全都道府県に設置されなければならず、か

つ意思決定・執行機関であるからである。

（３）ただし救済の遅延を防ぐため、中央人権委員会は、地方人権委員会における救済内容を

再審査する権限を有しないものとする。

【理由】現在､労働委員会の救済機能について、各種見直し議論がある。その一つとして、

事実上５審制（地労委→中労委→地裁→高裁→最高裁）になっていて、迅速な救

済のためには中央の労働委員会への不服申請を認めない方がよいとの意見が出さ

れていることを考慮した。
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4.地方人権委員会と中央人権委員会の権限配分

（１）差別。人権侵害事案は、地方人権委員会が管轄する。

（２）ただし、次の事案については、中央人権委員会が管轄する。

①公権力事案(公務員による人権侵害）（ただし、国家公務員および警察官による行為に限

定する｡）

②都道府県にまたがる事案→検討事項あり

③重大事案（大規模かつ深刻な差別・人権侵害事案）

（３）中央・地方人権委員会は、前記の管轄権にもとづき、相互に適切な管轄権を有する人権

委員会に事案を移送する。

【理由】１．差別。人権侵害事案は、地域で生起するので、原則として、地方人権委員会

が管轄するのが相応しい。

２．全国統一的な行政の結果生じる公権力事案は、地方人権委員会でなく、中央

人権委員会で扱うのが相応しい。

３．重大事案は全国的な関心事項でもあるので、中央人権委員会で扱うのが相応

しい。

【検討が必要な事項】

２～３都道府県程度にまたがっている事案の場合、管轄する地方人権委員会を定め、

そこで対応することを可能にしておいた方がよい。その理由は、被害者が容易に相談

に行けるようにするためである。なお、複数の自治体にまたがっている事案について

は,地方人権委員会間でアドホック（特別）な合同審査会のようなものを設置すること

も考えられる．

5.地方人権委員会の権限

（１）Ａ案：中央人権委員会と同じ権限を持たせる。

【理由】悪質な差別事件や人権侵害に効果的に対処するためには、地方人権委員会もすべ

ての権限を持たせる必要があるため。

（２）Ｂ案：中央人権委員会における救済手続のうち、①一般救済手続、②一般調査、ならび

に③特別救済手続のうち調停。仲裁および勧告・公表の権限に限り、これを地方

人権委員会に付与する。

【理由】差別。人権侵害事案の解決は当事者間の話し合いを通じて解決するのが望ましい

が、地方人権委員会においてはこの趣旨を全面に出し、説得と調停の手法を中心

に救済手続を進めるのが市民の信頼を得るうえでも妥当である。加えて、強力な

救済手続を運用するためには、事務局職員に一定以上の資質が求められるが、現

状では全都道府県でこれを実現できる見通しが必ずしもないので〈地方人権委員

会における救済手続はＢ案の線にとどめるのが政策判断として妥当である。

（３）提言機能を持たせる。（首長や議会に対する提言および中央人権委員会に対する提言）

【検討事項】人権の社会づくり条例等に基づく人権に関する審議会を持っている自治体の
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場合、重複を避ける必要がある。

(4)教育・啓発機能については、①差別・人権侵害事案の当事者に対する教育・啓発、②差

別・人権侵害事案の解決によって蓄積きれた経験に基づく教育・啓発、③特定職業従事者

に対する教育・啓発、ならびに④人権教育・啓発に携わる団体とのネットワーク構築機

能、を実施する。

6．地方人権委員会委員の選任方法

（１）委員選考委員会を設置して、選考委員会が候補者を推薦し、その被推薦者の中から議会

の同意を得た上で知事が任命する。

（２）選考委員会のメンバーは、多元性とジェンダーバランスを確保するために、一定の出身

母体（ex､弁護士会、社会福祉団体、教育関係団体、ジャーナリスト、人権団体等）を指定

し、その中から知事が任命し、議会が承認する。

（３）人権委員会の委員や選考委員会の委員の定数は、都道府県の人口に応じて幅を持たせ

る。

（４）委員の選任にあたっては、人権について精通していること、人権問題に取り組んできた

経験等を考慮するとともに、ジェンダーバランスおよび多元性の確保に努めなければなら

ない。

（５）都道府県の人口に応じて、委員のうち一定数を常勤とすること。

（６）委員の任期は、一期３年とし、再任できるものとするが、３期９年を上限とする。

【理由】任期に上限を設ける理由は、同一人物が長期間担当することの弊害をきけるた

め。

7．人権委員会の職員

（１）地方人権委員会委員長の同意を得て、知事が任命する。

（２）弁護士を含めるものとする。

（３）人権に精通していること、人権問題を担当した経験を考慮するとともに、多元性やジェ

ンダーバランスに配慮する。

8．「人権相談員」（仮称）制度

（１）人権擁護委員制度を抜本的に改編し、「人権相談員」（仮称）制度とする。

（２）設置

地方人権委員会に「人権相談員」（仮称）を置く。

（３）委嘱

①「人権相談員」（仮称）は、②の候補者の中から地方人権委員会が委嘱する。

②市町村長が、当該中学校区域の構成員であって、人権に精通している者、弁護士会その

他人権団体の構成員のうちから、ジェンダーバランス等多元性を考慮し、当該議会の意

見を聞いて地方人権委員会へ候補者を推薦する。

－３３－ 



③人権委員会は、市町村長が推薦した候補者が｢人権相談員」（仮称）として適当でないと
認めるときは、当該市町村長に対し、相当の期間を定めて、さらに他の候補者を推薦す
べきことを求めることができる。

(4)定数

各中学校区１名とする。

【参考】2002年度公立の中学校数は、全国で10,392校である。
(5)任期

１期３年、２期までとする。

【理由】１．同一人物が長く続けることから生じる弊害をさけるため。

２．居住地の移転等が生じることも想定する必要があるため。
(6)待遇等

①常勤の専門職員とする。

②人権に精通し、人権相談の経験を有している者がふさわしい。

③勤務時間等は、業務の内容から見て柔軟な対応ができるように配慮すること。

【参考】厚生労働省が実施している事業で、知的障害者生活支援事業がある。この事業の
中で、「生活支援ワーカー」を設置することとされている。「生活支援ワーカー」

は、常勤の専門職員で、「知的障害者福祉司、生活指導員、児童指導員、社会福祉

士の資格を有する者で、知的障害者（児）処遇の業務についての実務の経験を５

年以上有する者が望ましい｡｣、「生活支援ワーカーの勤務時間等については、業務

の内容から見て柔軟な対応がとれるように配慮すること｡」とされている。（厚生
労働省児童家庭局障害福祉課長通知）

給料等は、年間524万円である。

(7)職務執行区域

委嘱時における住所地に属する中学校区、及びその属する市町村の区域内において、職

務を行うものとする。ただし、特に必要がある場合においては、その区域外においても職
務を行うことができる。

(8)配置先

地方人権委員会が定める場所に配置するものとする。

(9)職務

①人権啓発

②民間における人権擁護運動の推進

③人権相談

④人権侵害に関する情報収集と地方人権委員会への報告

⑤人権侵害の被害者救済と予防のための調査

⑥人権侵害による被害者、又は被害を受けるおそれのある者及び関係者への助言、紹介等
の援助

⑦人権侵害を行い、もしくは行うおそれのある者への説示、啓発、指導
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⑧被害者の立場に立った加害者との関係の調整

⑨関係行政機関に対する人権侵害事実の通告

⑩その他

【注】上記の職務のうち、⑥、⑦、⑧も「人権相談員」（仮称）が担うことになることか

ｻﾞら、有給化、研修の義務化は不可欠である。

(１０研修

①｢人権相談員」（仮称）に委嘱された者は、一定期間研修を義務的に受けるものとする。

②研修内容としては、憲法、国際人権法、その他人権に関する法令、人権問題、差別問題

の歴史と現状、人権侵害への対応方法等を含むものとする。

(11）「人権相談員｣(仮称)の協議会、連合会、全国連合会

①地方人権委員会が、各都道府県の区域を数個に分けて定める区域ごとに協議会を組織す

る。

②都道府県ごとに連合会を組織する。

③全国的に全国連合会を組織する。

9．財源

（１）地方人権委員会を「地方労働委員会型」の必置機関とした場合、その事務は、地方自治

法上、自治事務となる。

（２）地方自治体の財政状況に鑑み地方交付税に参入する必要がある。

その際、

①普通交付税の基準財政需要額に算入すること。

②所要額を的確に算入するため、人件費、事務費等の基本的な額をベースに「単位費用」

を設定した上で、都道府県人口に応じて算入額を増減すること。

③大都市圏域都道府県は物価等が高いので、割り増し補正すること。

以上
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資料４

人権擁護法案修正検討事項

１報道被害関係規定の凍結

報道被害関係規定を凍結し，凍結を解除するには別途法律

を要する。

２人権相互間の配慮の対象となる人権の例示

人権相互間の配慮の対象となる人権として，思想・良心・

信教・表現等の自由を例示する。

３法律の見直し

法律施行一定期間経過後に，法律について必要な見直しを行

￣ 

つ。

匠巫。
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資料５

国内独立人権機関のあり方について（野党３党合意文書）
2003年７月14日

①新たに設置する人権委員会は、「パリ原則」に沿った独立性を備え
たものとするため、内閣府の外局とすること。

②人権救済の実効‘性を確保するため、都道府県ごとに「地方人権委員
会」を設置すること。

③人権委員会の構成は、国・地方とも、ジェンダーバランスに配慮し、
ＮＧＯ関係者、人権問題・差別問題に精通した人材を充てること。

④救済手続きは、任意性を基本とした「一般救済」の他、制裁を伴う
調査、調停、仲裁、勧告、公表、訴訟援助、差止請求など、強制性
を備えた「特別救済」とすること。

⑤「特別救済」は、報道の自由その他の憲法上の要請と抵触しないも
のとすること。

⑥人権擁護委員制度については、抜本的な制度改革を行い、国や都道
府県に設置される人権委員会と十分連携を取りながら、地域での
効果的な活動ができるようにすること。

【野党Ｓ党人権問題懇談会】

懇談会メンバー民主党（中野寛成）

実務者会議民主党（江田五月）

自由党（中井拾）

自由党（石原健太郎）

社民党（中西績介）

社民党（植田至紀）

経過

３月１２日 野党３党政策担当者会議

野党３党打ち合わせ（懇談会の設置確認）

野党３党懇談会（実務者会議の設置確認）

野党３党懇談会

野党３党懇談会

野党３党懇談会

野党３党懇談会

野党３党懇談会

野党３党懇談会（実務者会議のとりまとめ確認）

３月１９日

５月２３日

５月２９日

６月９日

６月２７日

７月１０日

７月１４日
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資料６

【漆原議員より中野議員に提示された野党修正案要綱への

与党修正メモ（漆原メモ／03年７月２２曰）】

①新たに設置する人権委員会は「パリ原則」に沿った独立性を備えたものとするた

め．内閣府の外局とすること．

１
１
 

兄頁[規定

②人権救済の実効性を確保するため、都道府県ごとに「地方人樋委員会」を設置する

こと。

③人権委員会の楠成は、国・地方とも、ジェンダーバランスに配慮し、ＮＣ○関係

者．人権問題・差別問題に精通した人材を充てること。

門紡織
④救済手続きは、任意性を基本とした「一般救済」の他、制裁を伴う調査、調停、

勧告，公表、訴訟援助、差止請求など、強制性を備えた「特別救済」とすること。

仲裁．

〕>瀦洲帯/鵬、⑤「特別救済」は．報道の自由その他の憲法上の要請と抵触しないものとすること．

rHiA麓
人権擁護委員制度については抜本的な制度改革を行い、国や都道府県に設置され

る人権委員会と十分連携を取りながら、地域での効果的な活動ができるようにするこ

⑤ 

的鐸譲と。
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資料ア

2004年２月３日

(内閣総理大臣並びに各政党党首・国会議員

および地方自治関係団体・全人同促宛）

様

部落解放・人権政策確立要求

中央実行委員会

会長宮崎変保（曹洞宗管長）

部落解放同盟中央本部

執行委員長組坂繁之

『人権侵害救済に関する法律』の早期制定への申し入れ(要請）

(1) 
ｂ 

貴台におかれまして、常日頃より部落解放・人権政策確立のために御奮闘をいただき、心か

ら敬意と謝意を申し上げます。

きて、一昨年３月８日に閣議決定ざれ政府提案として第154通常国会に上程された｢人権擁護

法案」は、ご承知のように四たびにわたって国会での継続審議が行われ、昨年６月からは与野

党修正協議の真撃な努力が続けられていましたが、１０月１０日の衆議院解散に伴い「廃案」とい

う残念な結果になりました。

しかし、私たちは、この廃案という事態を徒に嘆いたり静観しているわけにはいきません。

「人権擁護法案」が提案された背景と主旨および審議経過を踏まえるならば、パリ原則に基づ

く人権委員会創設を中心とする『人権侵害救済に関する法律』を早期に制定すべきであること

を強く申し入れるともに、関係各位の格段のご尽力を心より要請するものであります。

(２） 

私たちの「申し入れと要請」は、次の責任根拠にもとづくきわめて正当なものであり、社会

的正義を体現しているものだと確信しています。

第１の責任根拠は、2001年の人権擁護推進審議会答申です。すなわち、政府（法務大臣）の

諮問に対して、人権擁護推進審議会は「人権救済制度の在り方について」と「人権擁護委員制

度の改革について」の二つの答申を行いました。これらの答申を受けて、「人権擁護法案」は閣

法として政府提案されましたが、最終的に廃案となったわけですから、政府責任としては人権

擁護推進審議会答申を具体化するために再提案する義務があるということです。

第２の責任根拠は､国連人権諸条約機関からの日本政府に対する勧告です｡規約人権委員会、
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人種差別撤廃委員会、子どもの権利委員会、女性差別撤廃委員会などから、相次いでパリ原則

にもとづく国内人権機関である「人権委員会」の早期設置や「差別禁止法」制定についての強

い勧告がなされており、この勧告を誠実に履行することは人権確立にかかわる国際的責務であ

るということです。なお、1996年の地域改善対策協議会が、『国際社会におけるわが国の果たす

べき役割からすれば、まずは足元とも言うべき国内において、同和問題など様々な人権問題を

一日も早く解決するよう努力することは、国際的な責務である」という意見具申を行っている
ことも想起すべきです。

第３の責任根拠は、「人権擁護法案｣に関する与野党修正協議における合意事項です。すなわ

ち、人権委員会の設立を中心とする人権侵害救済に関する法律を制定することは「大事」であ

り、政府原案である「人権擁護法案は修正する必要」があったという政治責任にかかわっての

合意事項です。当時の与党（自民党・公明党・保守新党）と野党（民主党・自由党・社民党）

が公党として、与野党協議という公的な場で修正協議を行い、合意に達した事項は後退するこ

となく政治的信義において履行されなければならないということは、言を待たないところで
す。

(S） 

私たちは、以上のような責任根拠にもとづき、人権委員会の創設を中心とする『人権侵害救

済に関する法律』の早期制定を求めるものですが、法案の作成と提案にあたっては、以下の項

目に関しご高配いただきますようお願い申しあげます。

第１に、今までの「人権擁護法案」をめぐる経緯・経過を踏まえて、政府機関からの独立性

を確保するために、「パリ原則」を踏まえ、創設する人権委員会を内閣府の外局である「３条委
員会」として設置すること。

第２に、人権侵害の被害救済が迅速かつ効果的に実施されるような実効性を確保するため

に、都道府県ごとに地方人権委員会の設置をすること。

第３に、国や都道府県において設置される人権委員会の委員および事務局には、人権問題．

差別問題に精通した人材を、それぞれの人権委員会が多様性・多元性に配慮して独自に採用す
ること。

第４に、人権委員会は、マスメディアの取材や報道に対する規制、さらにはさまざまな人権

団体の取り組む自主的な活動への不当な妨害をすることなく、十分な連携をとりながら活動す
ること。

第５に、人権擁護委員制度については、抜本的な制度改革を行い、国や都道府県に設置され
る人権委員会と十分連携を取りながら、地域での効果的な活動ができるようにすること。

以上
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資料８

国家機関(国内人権機関)の
地位に関する原則(パワ源鋼）
国連人権委員会決議1992/５≦(1192冊採択)＊国連総会決議雫S/1う‘i(1ﾘ931220採択)＊

たは行政上の規定、ならびに法律案(ＭＩＳ）

および法律提案（ProIx川１s）を検討する
ものとし、これらの規定が人権の基本原

則に合致するよう確保するため、適切と

考える勧告を行うものとする。国内人権

機関は、必要であれば、新たな立法の採

択、現行法の改正、ならびに行政措置の

採択または改正を勧告するものとする。

（ii）国内人権機関が取り上げると決定し

た人権侵害の状況。

（iii）人権一般に関する国内状況、およ

びより具体的な問題に関する報告書の準

備。

（iv）国内の地域で人権が侵害されてい

る状況につき政府の注意を喚起し、その

ような状況を終了させるための施策を政

府に提案し、必要な場合には、政府の姿

勢と対応について意見を表明する。

(1)）法律、規則および慣行と国家が締約国

となっている国際人権文書との調和、なら

びにその実効的な履行を促進および確保す

ること。

(c）国際人権文書の批准またはこれへの加

入を奨励し、その履行を確保すること。

(d）国際連合の機関および委員会ならびに

地域的機構に対し、条約上の義務にもとづ

き国家が提出を求められる報告につき貢献

し必要な壜場合には、自らの独立`性を十分

に考慮し、報告に関し意見を表明すること。

(e）人権の伸長と保護の分野で権限をもつ

権限と責任

1.国内人権機関は人権を伸長および保護す

る権限を付与きれるものとする。

Ｚ国内人権機関はできる限り広範な職務

(mndate）を与えられ、その権限は憲法ま

たは法律において明確に規定きれるものと

する。その構成と権限の範囲は憲法または

法律で定める。

三.国内人権機関は、特に、次の責任

(responsibility）をもつものとする。

(a）人権の伸長および保護に関するあらゆ

る事柄（anylmtters）について、関係

当局の要請によりまたは上級機関に付託す

ることなく問題につき聴聞する（toheam

matter）自らの権限の行使によって、勧告

的な基盤で、政府、議会その他管轄当局に

対し、意見、勧告、提案および報告を提出

すること。国内人権機関はそれらを公表す

ると決定することができる。これらの意見、

勧告、提案および報告、ならびに国内人権

機関の特権は、以下の分野に関連するもの

とする。

（i）人権の保護を保持し、拡大すること

を意図する立法または行政上の規定、な

らびに司法機関に関する規定。これに関

連して、国内人権機関は、現行の立法ま

－４１－ 



国際連合および国際連合システムの他の機

関、地域的機構ならびに他国の国内人権機
関と協力すること。

(f）人権に関する教育および研究プログラ

ムの作成を支援し、学校、大学および専門

的集団におけるそのプログラムの実施に参
画すること。

(9)特に情報、教育ならびにあらゆる報道

機関を活用し、民衆の関心を高めることに

よって、人権およびあらゆる形態の差別、

特に人種差別に対する闘いに関し宣伝する
こと。

独立性に影響しかねない財政統制の下に

おかれるとのないよう、国内人権機関が自

らの職員と土地家屋を持つことを可能とす
るものでなければならない。

三.真の独立の前提である国内人権機関構成

員の安定した権限を確保するため、構成

員は一定の任期を定めた公的な決定（an

officialact）によって任命されるものとす

る。この任期は、構成員の多元性が確保さ

れる限り、更新可能である。

活動の方法

構成と独立｡多元性の保証
国内人権機関はその活動の枠組みにおいて、

次のことを行うものとする。1.国内人権機関の構成およびその構成員の

任命は、選挙によるか否かを問わず、人

権の伸長と保護に関わる（市民社会の）社会

集団の多元的な代表を確保するために必

要なあらゆる保障を与える手続に従って行

われるものとする。特に、（国内人権機関

の構成およびその構成員の任命は）下記の

代表とともに、またはその関与を通じて確

立される実効的な協力を可能とする勢力に

よってなされるものとする。

(a）政府によって付託されたものであれ、

上位の当局に付託されることなく政府によ

って取り上げられたものであれ、構成員ま

たは申立者の提起によって、その権限

に属する問題につき自由に検討すること。

(1)）その権限に属する状況を評価するた

め、いかなる者の意見も聞き、情報および

その他の文書を取得すること。

(c）特にその意見や勧告を公表するため、

直接にまたは報道機関を通じて、世論に呼
びかけること。

(｡）定期的に会合すること。必要な場合に

は、正式に招集された全構成員の出席で会

合すること。

(e）必要に応じて、構成員からなる作業グ

ループを設置し、国内人権機関の機能を補

佐するため、地方や地域に支部を置くこと。

(f）人権の伸長と保護に責任をもつ、司法

的その他の機関（特に、オンブズマン、仲

裁者類似の機関）との協議を維持すること。

(9)国内人権機関の仕事を拡大するうえで

のＮＧＯの基本的な役割を考慮し、人権の

(a）人権に取り組み人種差別と闘うＮＧＯ、

労働組合、ならびに弁護士、医師、ジャー

ナリストおよび著名な科学者のような関連

する社会的および職業的組織。

(1)）哲学的または宗教的思想の諸傾向。

(c）大学および高度の専門家。

(（１）議会。

(e）政府部門（これらの代表は、助言的資
格でのみ議論に参加すべきである)。

Z・国内人権機関はその活動を円滑に行える

ような基盤、特に財源をもつものとする。

この財源の目的は、政府から独立で、その
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伸長と保護、経済・社会発展、人種主義と

の闘い、特定の弱者集団（特に、子ども、

移住労働者、難民、身体的・精神的障害

者）の保護、または専門領域に取り組んで

いるＮＧＯとの関係を発展させること。

Assemblyresolution瓠S/1弧of20

Decemberl99ろ,ａｍｅｘ.）

翻訳／山崎公士・新潟大学法学部教授

準司法的権限をもつ委員会の地位に関する追加的原則

国内人権機関は、個人の状況に関する苦情

や申立を聴聞および検討する権限をもつこ

とができる。個人、その代理人、第三者、

ＮＧＯ、労働組合連合またはその他の代表

組織は事案を国内人権機関に提起できる。

かかる場合には、委員会の他の権限に関す

る上記の原則にかかわらず、国内人権機関

の機能は以下の原則に基づくものとするこ

とができる。

(a）調停を通じて友好的解決、または法律

の定める制限内での拘束的決定を求めるこ

と。必要な場合には、非公開でこれらを行

う。

(1)）申立を行なった当事者にその者の権

利、特に可能な救済につき情報提供し、国

内人権機関の利用を促すこと。

(c）法律の定める制限内で、苦情や申立を

聴聞し、これらを他の管轄当局に移送する

こと。

(（１）特に個人がその権利を評価するため提

起した事案が関わる困難の元である、法律、

規則、行政慣行の改正や改革を提案するこ

とによって、権限あるあらゆる当局に勧告

を行うこと。

(*出典ConnnissiononHumanRights
resolutionl992/５忽ｏｆろMarchl992，

annex（OfYicialRecordsoftheEco-

nomicandSociAlCouncil,1992,Sup-
plementNo2（E/1992/22）；General 
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資料９

日本における国内人権機関の設置または差別禁止法の制定に関する、

国連人権条約機関による最終見解。コメントの抜粋

2004年１月現在

作成：反差別国際運動（IMADR）

●自由権規約委員会(CCPR/C/79/AddlO2,l9Novemberl998）

9.委員会は､人権侵害を調査し､不服に対し救済を与えるための制度的仕組みを欠いていることに懸念

を有する。当局が権力を濫用せず､実務において個人の権利を尊重することを確保するために効果的な

制度的仕組みが要請される｡委員会は､人権擁護委員(訳注:原文ではCivilLibertiesCommission)は、

法務省の監督下にあり､また､その権限は勧告を発することに限定されていることから､そのような仕組みに

は当たらないと考える｡委員会は､締約国に対し､人権侵害の申立てに対する調査のための独立した仕
組みを設立することを強く勧告する。

（政府訳）

●子どもの権利護鬮会(CRC/C/15/Add90,SJunel998）

１０．委員会は、子どもたちの権利の実施を監視する権限を持った独立機関が存在しないことを懸

念する。委員会は、「子どもの人権専門委員」による監視制度は、現状では、政府からの独立、
ならびに子どもたちの権利の効果的な監視を全面的に確保するのに必要な権威および権限を欠い
ていることに、留意するものである。

35.条約の一般原貝Ｉ、とりわけ差別の禁止（第２条）、子どもの最善の利益(第3条)および子どもの意

見の尊重(第１２条)の一般原則が､政策に関する議論および意思決定の指針となるのみならず､いかな

る法改正ならびに司法上のおよび行政上の決定においても、かつ子どもに影響を与えるあらゆる

事業および計画の発展および実施においても適切に反映されることを確保するために、さらなる

努力が行なわれなければならないというのが委員会の見解である｡とりわけ､婚外子に対して現在存在し

ている差別を是正するための立法措置がとられるべきである｡委員会はまた､コリアンおよびアイヌを含む

ﾏｲﾉﾘﾃｲの子どもの差別的な取扱いを､それがいつどこで生じようとも全面的に調査し､かつ解消するよ

うにも勧告する｡さらに､委員会は､男女の最低婚姻年齢を同じにするよう勧告する。

（平野裕二訳）

鯵社会橇規約委員会（E/C､12/1/Add､67,24September2001）

38.委員会は､締約国が国内人権機関の設置を提案する意向を示したことを歓迎し､締約国に対し､可能

なかぎり早期に、かつ1991年のパリ原貝Uおよび委員会の一般的意見第１０号にしたがって同機関
を設置するよう促す。

39.委員会は､締約国に対し､規約第2条2項に掲げられた差別の禁止の原貝Ｉは絶対的な原貝１１であり､客
観的な基準にもとづく区別でないかぎりいかなる例外の対象ともなりえないという委員会の立場に留意する

よう要請する｡委員会は､締約国がこのような立場にしたがって差別禁止立法を強化するよう強く勧
告するものである。

（社会権規約ＮＧＯレポート連絡会議訳）

－４４－ 



◆人種差別撤廃委員会(CERD/C/304/Addll4,27April2001）

10.委員会は､締約国の法律においてこの条約に関連する唯一の規定が憲法第１４条であることを懸念す

る｡この条約が自動執行性を有さないという事実を考慮し､委員会は､とくに条約第４条および第５条の

規定に従い、人種差別を禁止する特別法の制定が必要であると信ずる。

１２人種差別の禁止一般に関し､委員会は､さらに､人種差別それ自体が刑法において明示的かつ十分

に犯罪とされていないことを懸念する｡委員会は締約国に対して､その国内法秩序においてこの条約の諸

規定を完全に実現することを検討すること､ならびに､人種差別を犯罪とするよう確保すること､およびいか

なる人種差別行為に対しても権限のある国内裁判所および他の国家機関を通じて効果的な保護と

救済措置を利用する機会を確保することを勧告する。

（IMADR-JC訳村上正直監訳）

◆女性差別撤廃委員会(CEDAW/C/2003/11/CRP3/Addl/Rev､1,18July2003）

37.委員会は､2002年３月に､政府が人権擁護法案を国会に提出したことを肯定的に受け入れる一方、

法務省管轄下での設置が提案されている人権委員会の独立性について懸念する。

38.委員会は、人権擁護法案により提案されている人権委員会が独立した機関として、女性の人権

に適切に取り組めるように、人権の伸張および保護のための国内機関の地位に関する原則(1993年
１２月２０日国連総会決議48/134付属文書、いわゆる“パリ原則，，）」に沿って設置されることを勧
告する。

（日本女性差別撤廃条約ＮＧＯネットワーク（JNNC）訳）

◆子どもの権利委員会(CRC/C/15/Add231,30January2004）

14．委員会は、条約の実施を監視する独立したシステムが全国規模で存在しないことを懸念する。

同時に委員会は、３つの自治体が地方オンブズマンを設置したという情報、および、人権委員会

の設置に関する法案が再提出される予定であるという情報を歓迎するものである。法案において

は法務大臣の監督下にある人権委員会が構想されているという代表団の情報に照らし、委員会は、

同機関の独立性について懸念する。加えて委員会は、計画されている人権委員会には条約の実施

を監視する明示的な権限が与えられていないことを懸念するものである。

15．国内人権機関に関する一般的意見２号に照らし、委員会は締約国が以下の措置をとるよう勧
告する。

a）計画されている人権委員会がパリ原則（総会決議４８/134）にしたがって独立した効果的機構
となることを確保するため、人権擁護法案を見直すこと。

b）人権委員会が、条約の実施を監視するという明確に定義された権限を有し、子どもからの苦
情について子どもに配慮した方法で迅速に対応し、かつ、条約にもとづく権利の侵害に対し
て救済を提供することを確保すること。

c）自治体における地方オンブズマンの設置を促進し、かつ、人権委員会が設置されたときには
これらの地方オンブズマンが同委員会と調整するための制度を確立すること。

｡）人権委員会および地方レベルのオンブズマンが、充分な人的および財政的資源を提供され、
かつ子どもが容易にアクセスできるものとなることを確保すること。

（平野裕二訳）

－４５－ 



資料1０

2003年12月９日

自由民主党総裁

小泉純一郎様

日本における国内人権委員会の設置に関して

国内人権委員会の設置に関する国会の取り組みに関連して、お手紙を差し上げます。アジア

太平洋国内人権機関フォーラム(APF）はこの２年間、この問題に強い関心を持ち、その経過を

追ってまいりました。

ＡＰＦは、アジア太平洋地域の12カ国の国内人権機関が加盟している、独立した非営利団体で

す。各国国内機関に対し、相互の経験から学びあい、立場を相互に強化し、そして地域の人権

の保護と促進に貢献するための機会を持続的に提供しています。APFに関する更なる情報は、

ウェブサイトをご覧頂ければ幸いです。（www､asiapacificforumnet）

ＡＰＦは、曰本で12月８日に開催された｢国内人権機関に関するアジア太平洋地域専門家ワー

クショップ」や、９日の「国内人権機関に関するアジア太平洋地域セミナー」を含む、一連の

ワークショップやセミナーに招待されました。これらの会合は、日本の市民社会団体が主催す

るもので、反差別国際運動（ＩＭＡＤＲ）がAPFの参加を可能にしてくださいました。

人権擁護法案について

2002年３月の人権擁護法案の閣議決定以来、APFは、国内人権委員会の設置に向けた動向に

ついて反差別国際運動(ＩＭＡＤＲ)や曰本弁護士連合会、人権フォーラム21など、いくつかの日

本の団体から情報提供を受けてきました。そして私たちは、この法案が衆議院解散の結果廃案

になったにも関わらず、2004年初旬に改正法案が再度提出される可能性があると理解しており

ます。ＡＰＦは国内人権機関設置のためのイニシアティブを歓迎するとともに、必要に応じ、設

置過程における支援あるいは助言を喜んで提供させて頂きたいと思っております。

今後の展開について

ここ数年において日本は、政府および市民社会代表者双方によって、APFの年次会合への参

加を続けています。国内人権委員会を設置するための法案が来年再提出され、その新設機関に

よる当機関への入会が認められた場合には、ＡＰＦは、その参加を歓迎いたします。

国内人権機関はAPFの会員になることができますが、他方、政府やＮＧＯはオブザーバーとな

ります。APFの正式メンバーとなるには、当該の国内人権委員会が「国内人権機関の地位に関

する原則」（パリ原則)に定められている最低限の基準を満たしていることが求められ、メンバ

ーシップ（会員制度）に関するあらゆる意思決定は、APFの意思決定機関であるフォーラム評

議会に委ねられています。

APFは、人権擁護法案によって提案されている国内人権委員会の独立性と権限に関するいく

つかの懸念事項を認識しています。この件に関して、小泉総裁並びに貴党の関係各位とざらに

詳細に議論する機会があれば、それを歓迎したいと考えております。

ご検討のほど、よろしくお願いいたします。

アジア太平洋国内人権機関フォーラム

事務局長キエレン・フイッツパトリック
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